




2

はじめに

2024 年の世界と日本のトランジション

2025-30 年の日本のトランジションのために

◆コラム　第7回日立東大ラボ・産学協創フォーラムパネルディスカッション登壇者の発言より

第２章まとめ

社会動向を反映したエネルギーシナリオとコスト意識に基づくトランジション

電力需要増大に伴う電力システムへの影響

電力システム改革の論点と解決に向けた取り組み

◆コラム　産学協創フォーラムパネルディスカッション - 脱炭素電源への投資の誘導策の議論

第 3 章まとめ

CN 社会実現に向けた地域社会の役割

地域で起こすエネルギートランジション

◆コラム　DRready を取り巻く情勢

地域の持つポテンシャルとその活用

地域からの調整力創出を加速する施策

◆コラム　日立東大ラボ・産学協創フォーラムパネルディスカッション 

 - 需要家機器や再エネをつなぐデジタル技術 - 

S+3E のエネルギー需給とともに進める地域の移行

第 4 章まとめ

はじめに

グリーン変革の新たなフェーズにおける日本

持続可能なエネルギーシステムをめざす
トランジションのあるべき姿

CN と S+3E のエネルギー需給の両立に向けた
地域の貢献

7

8

19

27

提言サマリー 4

8

8

14

16

17

19

21

24

24

25

27

28

30

31

32

33

34

35

2.1

2.2

2.3

2.4

3.1

3.2

3.3

3.4

4.1

4.2

4.3

4.4

4.5

4.6

CONTENTS

第  

第  

第  

第  

章

章

章

章

1

2

3

4



2 3

まとめ

第7版提言検討体制 （2025年3月31日時点）

【付録】

37

41

43

第  章5

目次

「ヨーロッパ競争力コンパス」における主な政策

「クリーン産業ディール」の主な項目

エネルギー技術選択モデル（動学的コスト最小化型モデル）

エネルギーシステムの課題と解決策の例

設置済の家庭用ヒートポンプ給湯機の調整力化に向けた遠隔制御の実証試験

43

45

46

48

49

付録1.

付録 2.

付録 3.

付録 4.



4

提言サマリー

提言サマリー

2016 年より日立東大ラボエネルギープロジェクトではエ

ネルギーシステムのビジョンやシナリオを提言として発信して

いる。

2024年に発刊した第6版では「変化するグローバル・ラン

ドスケープ」、「社会および産業変革を取り入れたエネルギー

システム」および「エネルギーS+3E1 とエネルギー需給の両

立に向けた地域の貢献」の３つのポイントについて議論した。

気候、エネルギー、環境における国際的なランドスケープの

分析を通じて、エネルギーに関わるトランジションを他の施

策や事象との緊密な結びつきの中で達成しなければならない「統

合的なトランジション」に言及した。エネルギーシステムのあ

るべき姿として、データセンターに代表されるICT需要増に対

してエネルギーシナリオを見直し、2030年にめざすエネルギー

システムのあるべき姿と現状とのギャップとその対策について

論じた。さらに、2030年に地域社会から創出される需要調

整ポテンシャルを具現化するためのデジタル技術を活用した

需要調整の実現、経済と環境を両立する社会移行の一手段

としての環境クレジットについて提言した。

本書、提言「Society 5.0を支えるエネルギーシステムの実

現に向けて」第７版では、第６版からの変化点とそれに伴うさ

まざまな動向を網羅的に解析し、留意すべき課題とその対策

について論じた。

気候変動、グローバル感染症、戦争、そして世界的な

物価高騰は、地球規模の持続可能性を脅かす複合危機

（polycrisis）をもたらしている。本章では、2025年初頭の現在、

気候・エネルギー・環境にかかわる世界の状況は新たな局面

に入りつつあるとの認識のもとに、そうした変化が日本にお

けるグリーンな変革にどのような示唆をもたらすかを論じる。

まず、EU（European Union, 欧州連合）における新たな産業

競争力政策パッケージの導入、トランプ政権のアメリカにお

ける気候エネルギー政策の急激な転換、国際的な気候対策

におけるグローバルサウスの影響力、そして国連や科学者の

取り組みに言及しながら、気候・エネルギー・環境にかかわ

る新たな不確実性が生じていることを示す。そして、日本に

おいては、社会的不公正の感覚やデジタル技術に配慮しな

がら、エネルギーの転換をそのほかの政策上の優先課題とと

もに達成していく統合的なトランジションをめざしていくこと

が重要であることを論じる。さらに、日本は、経済安全保障

やAIやデジタル技術にかかわる関心を共有しながら、グロー

バルサウスの国々を含む主要なパートナーとの戦略的協力関

係を強化し、アジア太平洋地域の持続可能な開発において

独自のリーダーシップをめざすことが求められていると主張する。

第２章
グリーン変革の新たなフェーズにおける日本
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2024年に発刊した提言書第６版では、賢いエネルギー利

用で地域の価値づくりを実現し、基幹系統に調整力を供給

する協調・制御プラットフォームを提案するとともに、デジタ

ル技術を活用した再エネ地産地活、地域特性を活用したネ

ガティブエミッションの事例を示した。

本版では、現状の地域社会に求められる役割を再分析し、

それに基づき地域の経済成長と両立する社会移行、すなわち

地域における統合的トランジションのあり方、既存技術で実現

できる調整力創出の実証例、およびエネルギー需給への貢献

を加速するための提言を示す。また、S+3Eのエネルギー需給

への貢献に平行して進めるべき地域経済の活性化や人財育成

についても言及し、地域から起こす社会移行の重要性を示した。

データセンターを含めたICT分野の電力需要増を考慮し、

将来のエネルギー需給を見直した結果、CNシナリオ実現に

は、2030年までに①再エネ導入前倒し（太陽光発電88GW

と風力発電15GW増設）および既存の全原子力発電運転な

ど脱炭素電源確保、② PVの大量廃棄回避や設置環境面の

課題解決、③10GWを超える水素・アンモニア発電の稼働、

④コジェネ等による化石燃料発電の熱利用、⑤希頻度の無

風・曇天継続、燃油不足、災害を想定したエネルギーのレジ

リエンスとセキュリティ確保、を進める必要性がある。また、

2040年～2050年に向けて、①太陽光・風力・原子力等の

CN電源のさらなる増加、②DACによるCO2 回収の実用化と

普及、③回収したCO2 からの合成燃料製造と運輸・産業部

門での利用、に開発・投資しイノベーションを起こすべきで

ある。さらに、再エネ導入量の急拡大に対する基幹システム

の課題と対策については、第５版提言での検討を踏まえて考

察した。

第 3 章
持続可能なエネルギーシステムをめざすトランジションのあるべき姿

第４章
CNとS+3E のエネルギー需給の両立に向けた地域の貢献
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【中長期】

エネルギーシステムの技術的対策（第３章、第４章）
14. カーボンニュートラルに向けたエネルギ―シナリオの対策技術

【短期】

第２章　グリーン変革の新たなフェーズにおける日本
1．  気候・エネルギー・環境の危機を、統合的なトランジションへの機会に変え、多様なアクターとともに社会システム

の転換を促す政策

2．  資金、人財、科学的レビューによって、長期的なトランジションを支える変革的ガバナンスの構築

3．  AIやデジタル技術と既存のエネルギー技術の融合により、エネルギー最適化やイノベーションによるトランジション

の加速

4．  多極化する状況において、気候・エネルギー・環境分野における戦略的パートナーシップを強化し、アジア太平洋

地域におけるリーダーシップを発揮

第３章　持続可能なエネルギーシステムをめざすトランジションのあるべき姿
5．  将来のコスト負担を意識したエネルギーシナリオの見直し

6．  エネルギーシステムのバックキャストとフォアキャストのギャップを埋めるイノベーションへの投資

7．  短期市場原理に加え、レジリエンスを意識した中長期的制度と市場のデザインの推進

8．  電力市場の再構築と環境価値市場の融合

9．  地域・需要家参画による社会システムの構築

第４章　CNとS+3Eのエネルギー需給の両立に向けた地域の貢献
10. CNとS+3Eのエネルギー需給の両立に向けた地域の貢献

11. 地域社会のトランジションを円滑に進める創意工夫と施策の実行

12. CNに伴う社会変化の客観的分析と成長戦略の策定と試行

13. トランジションの選択肢と尤度を拡げる自然と調和したネガティブエミッション技術への挑戦の加速

「Society 5.0 を支えるエネルギーシステムの実現に向けて」14の提言（第5章）

 1 S+3E: 安全性 (Safety) を大前提とし、自給率 (Energy Security)、経済効率性 (Economic Efficiency)、環境適合 (Environment) を同時達成するエネルギー基本政策の前提条件 20

以上の2024 年度におけるエネルギートランジションの変

化点を踏まえ、第６版で策定した１7の提言を踏襲しつつ、

新たに14の提言として見直した。
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2020年に日本は2050年にカーボンニュートラルを達成

する宣言を実施し、現在世界では160か国以上がカーボン

ニュートラルをめざしている。世界的なパンデミックの状況下

にあっても、REPowerEUをはじめとする欧州の強力な温室

効果ガス削減施策が推進されてきた。その一方、2022年2

月のロシアのウクライナ侵攻に伴う燃油価格の急騰は、エネ

ルギーコストの増大や関連するさまざまな物品の価格高騰を

招いた。急速なカーボンニュートラル施策は、例えば電気自

動車の導入促進政策と充電ステーションの未整備といったイ

ノベーションとそれを支えるインフラのミスマッチや、そもそ

も電気自動車の航続距離の短さに起因するユーザーニーズと

のミスマッチをはじめとして、技術イノベーションと社会受容

のミスマッチが顕在化している。また、ドイツをはじめとした

ヨーロッパではクリーン政策を重視した結果、経済成長が鈍

化する傾向が顕在化するなど、カーボンニュートラルを取り

巻く加速施策に伴い、解決すべき課題も顕在化している状況

にある。

また、わが国では2025 年に第７次エネルギー基本計画

が閣議決定され、2030年の温室効果ガス削減目標を踏ま

え、2040年にかけたエネルギー安定供給と、脱炭素および

産業成長との両立を図るための課題と施策についてまとめら

れた。その中には、複数シナリオを検討した不確実性への対

応、原子力発電の最大限の活用、再生可能エネルギーの拡

大に伴う系統増強、需要家のエネルギーシステムの参画など

これまのエネルギー基本政策からの見直しや転換も図られた。

日立東大ラボではトランジション・シナリオの検討、エネ

ルギーシステムの課題と対策、エネルギートランジションを

実現する日本の地域、に着目した検討を重ねてきた。2024

年に刊行した提言書第6版までの間に第７次エネルギー基本

計画に先んじて、複数シナリオを検討した不確実性への対応、

原子力発電の最大限の活用、再生可能エネルギーの拡大に

伴う系統増強、需要家のエネルギーシステムの参画といった

内容を定量的評価を交えて提言してきた。提言書第5版にお

いて、主に2030年までの短期と、2040年から2050年を

見据えた中長期に着目して、18の提言を取りまとめた。第6

版では、これら18 項目の提言を気候、エネルギーにかかわ

るグローバルなランドスケープの現状を概観した上で、ICT分

野のエネルギー需要の将来像や地域社会における環境と経

済の両立といった観点から見直しを図り、新たに17の提言に

更新した。本第7版では、エネルギーに関わるトランジショ

ンを他の施策や事象との緊密な結びつきの中で達成しなけれ

ばならない「統合的なトランジション」に着目し、気候、エネ

ルギー、環境における国際的なランドスケープの分析および、

電力システムからエネルギーシステム全般について、考察対

象を拡大してきた日立東大ラボの検討結果に基づき、14の

提言に至る過程を述べる。

　第1章 ｜ はじめに

第  章 はじめに1
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　第2 章 ｜ グリーン変革における新たなフェーズにおける日本

第  章 グリーン変革の新たなフェーズにおける日本

はじめに2.1

2024 年の世界と日本のトランジション2.2

気候変動、グローバル感染症、戦争、そして世界的な

物価高騰は、地球規模の持続可能性を脅かす複合危機

（polycrisis）をもたらし、2020年代前半の世界に暗い影を

落としてきた。2025年初頭の現在、気候・エネルギー・環

境にかかわる世界の状況は新たな局面に入りつつある。

2015 年のパリ協定や持続可能な開発目標（Sustainable 

Development Goals, SDGs）の採択以後、特に2020年代

前半にEUやグローバルにおけるグリーン政策の推進によって

高まりを見せていた政府、企業、市民社会における努力は、

EUにおける政治バランスとクリーン産業政策の変化、アメリ

カにおけるトランプ政権の動き、グローバルサウスの影響力

の増大などによって、大きな不確実性を伴う新たなフェーズ

といえるような状況を迎えている。プラネタリー・バウンダリー

ズ研究に示されるような、地球の環境の危機的な状況は改

善を見ておらず2、気候変動はかつてない水準にいたっている。

このような、現在、生じつつある世界の変化は日本のトラ

ンジションにどのような示唆をもたらすだろうか。

2024年、ヨーロッパでは気候・エネルギー・環境政策の

枠組みに大きな影響を与えるような政治的変化が見られた。

特に、2024年の欧州議会選挙では、フランスとドイツに

おいて極右政党が躍進し、2019年に過去最高の議席を得

た欧州緑の党（European Green Party）が議席を減らした。

EUにおいて重要な役割を果たすこれらの地域において、ウク

ライナ戦争への対策、移民問題、物価高騰の悪化を背景とし

て気候対策の相対的な優先順位が下がり、既存の政権への

グローバル地政学の複雑な変動のもとで生じる気候・エネ

ルギー・環境をめぐる条件は2025年初頭の現在においても、

急速、かつ予想困難な変化を続けている。ここでは、2025

年1月に開催された日立東大ラボ「第7回産学協創フォーラム」

において、議論の前提となったグローバルなランドスケープの

変化と、その直後に生じている状況に言及しながら、日本に

おけるグリーンな変革のための示唆について論じる。

本章では、（１）EUにおける新たな産業競争力政策パッケー

ジの導入、（２）トランプ政権のアメリカにおける気候エネル

ギー政策の急激な転換、（３）国際的な気候対策におけるグロー

バルサウスの影響力、そして（４）国連や科学者の取り組みに

言及しながら、国際的な気候、エネルギー、クリーン産業に

かかわる秩序の新たな不確実性が生じていることを指摘する。

そして、日本においては、社会的不公正の感覚やデジタル技

術の持続可能性に配慮しながら、エネルギーの転換をその

ほかの政策上の優先課題とともに達成していく「統合的なトラ

ンジション」が重要となることを提言する。

反対の動きが拡大したことが原因と分析されている3。実際に、

他の国々では、欧州緑の党の議席はおおむね安定または増

加し、イギリスでは野心的な気候対策を掲げる労働党政権

が生まれている。

経済的停滞を背景とするのヨーロッパの政治的変化は、

EUにおいて、気候対策の枠組みを、エネルギー価格の高騰、

アメリカや中国との比較におけるイノベーションのギャップ、

産業競争力の低下に対する抜本的な対策との関係で修正す

る動きに結びついた。

2024 年9月、EUの政策立案・執行を担う欧州委員会に

2

2.2.1 ヨーロッパにおける政治変化
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対して「現代最高の中央銀行総裁」（ポール・クルーグマン）

と称される元欧州中央銀行総裁で元イタリア首相のマリオ・

ドラギが提出した『ヨーロッパの競争力の未来』（通称「ドラギ・

レポート」）4では、米中に対するEUの比較劣位を打開するた

めの再生可能エネルギー、デジタル技術、防衛力などをはじ

めとする国際競争力の増強への投資が提言された5。

これにもとづき2025年1月、欧州委員会は、ヨーロッパ

の経済成長のためのロードマップである「ヨーロッパ競争力コ

ンパス」を発表した6。この中では、AI、バイオ・テクノロジー、

宇宙技術への投資を投資を通じた米中とのイノベーション・

ギャップの改善、「クリーン産業ディール」とその一部である「廉

価エネルギー行動計画」を通じて脱炭素と競争力を同時に推

進する戦略、そして、資源、クリーン・エネルギー、持続可

能な輸送燃料、およびクリーン・テクノロジーにかかわる安

全保障と過剰な他国依存の低減などを進めることが示された。

ヨーロッパ競争力コンパスには、（１）ビジネスの平易化・

迅速化、（２）クリーン産業ディールの構築、（３)より循環的

でレジリエントな経済、（４）研究とイノベーションの強化、（５）

投資の加速、（６）スキルと労働力のギャップへの対処を目的

として、より統合されたEU市場を形成しながら、クリーンな

産業、エネルギー、イノベーションへの投資を迅速化するこ

とが含まれている7。表2.1にその主な政策の一部を示し、さ

らに付録の表 A1.1に詳細を掲げる。

欧州委員会は、これらの政策により、EUがより統合され

た資本市場を通じてヨーロッパ企業が4,700 億ユーロの追加

資金を得ることができ、単純化目標の達成を通じてEU企業

に約3,750億ユーロの年間貯蓄をもたらし、2030年までにヨー

ロッパの循環型経済分野で50万人の新規雇用を生み出すこ

とができると説明する。

競争力コンパスでは、EU域内におけるデジタル技術やクリー

ン産業の統一化、標準化、簡素化を通じて、加盟国間の障

壁を減らし、規制を緩和することによって、潜在的な経済力

を引き出すことなどに重きが置かれている。また、ロシアへ

の化石燃料依存を低減し、新たな貿易パートナーシップを構

築するとしている。

表 2.1　 「ヨーロッパ競争力コンパス」における主な政策

目　的 政　策

ビジネスの
平易化・迅速化

● イノベーション・ギャップを埋め、脱炭素化と安全性を高めることを目的とした新しいロー
ドマップ「競争力コンパス」の導入

● 企業が規模を拡大できるように、主要セクターで「単一市場」を完成
● 事務負担を軽減し、報告義務を少なくとも25％、中小企業に対しては少なくとも3 5％削減

新たな「クリーン
産業ディール」

の構築

● 欧州気候法で 2 0 4 0 年までに 9 0％の排出削減目標を設定することを提案
● クリーンエネルギー・インフラと技術に投資
● ガスだけでなく、水素や重要な原材料を含む集約需要メカニズムを活性化し、拡張

より循環的で
レジリエントな経済 ● 新しい「循環経済法」を通じて、二次材料の市場需要と廃棄物単一市場の創出を支援

デジタル技術の普及
による生産性の向上

● 安全で高速かつ信頼性の高い接続性へのアクセスを改善するためにデジタル・インフラへ
の投資を奨励

● 「欧州データ連合戦略」を通じてシームレスかつ大規模なデータ共有を確保

研究とイノベーション
の強化

● 戦略的優先事項に焦点を当てるために研究費を増大
● 「欧州研究評議会」および「欧州イノベーション評議会」を拡大

投資の加速
● 商業銀行、投資家、ベンチャー・キャピタルが急成長する企業により容易に資金提供でき

るようにするためのリスク吸収措置を提案

スキルと労働力の
ギャップへの対処

● 投資、生涯学習、スキル維持に焦点を当てた「スキル連合」を設立
● 「欧州職業教育訓練（VET）戦略」を通じて職業教育訓練を促進

出典：European Commission. n.d. “A New Plan for Europe’s Sustainable Prosperity and Competitiveness,”https://commission.europa.eu/priorities-2024-2029/competitiveness_en, 
accessed March 5, 2025.
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欧州委員会議長のウルサラ・フォン＝デア＝ライエン議長が

「われわれが掲げる価値は変わらない。しかし、変化する世

界においてこれらの価値を守るために、我々は行動の仕方を

変えなければいけない」8 と述べた通り、EUは過去5年間に

わたって進められてきた欧州グリーンディール政策は引き続き

進める一方、これをEUの競争力の増進につなげることがより

いっそう強調されることになった。

こうした欧州委員会の戦略枠組みは、今後、欧州議会に

おける議決やEU理事会における合意に際して、修正を迫ら

れる可能性もあるが、EUにおける方針は、後述するようなア

メリカにおける気候対策における政策転換とはっきりとした

対照をなす。

アメリカ合衆国においては、2024年11月の大統領選挙

を経て、2025年1月に発足した第2次ドナルド・J・トラ

ンプ政権のもとで、気候・エネルギー・環境にかかわる急

速な方針転換が生じている。

トランプ大統領は、2025年1月20日の就任と同時に「国

家エネルギー緊急事態」を宣言し9、ジョー・バイデン政権

によるインフレ抑制法（Inflation Reduction Act, IRA）およ

びインフラ投資及び雇用法（Infrastructure Investment and 

Job Act, IIJA）によって提供されるすべての資金の支出を停

止と見直しを命じ、前政権の「グリーン・ニューディール」

を終了させた10。これにより、風力発電プロジェクトのリー

スや許可、クリーンエネルギーや電気自動車関連インフラ

の整備に影響が及ぼうとしている。一方で、アメリカ国内

の石油、天然ガス、石炭、水力、バイオ燃料、重要鉱物、

原子力エネルギー資源の開発を妨げる規制、命令、政策な

どの即時見直しを命じた。また、液化天然ガス輸出の承認

申請の迅速な再開を指示した（表2.3）。

さらに、トランプ大統領は、国連気候変動枠組条約に

表 2.2　 「クリーン産業ディール」の主な項目

項　目 詳　細

低廉なエネルギー
● クリーンエネルギーの普及を加速し、電化を促進。物理的な相互接続を伴う内部エネルギー

市場の完成。エネルギーをより効率的に使用し、輸入化石燃料への依存を低減

クリーン製品の需要
促進

● 「産業脱炭素促進法」を通じ、持続可能性、レジリエンス、「ヨーロッパ製」基準を公共お
よび民間の調達に導入することで、EU 製クリーン製品の需要を拡大

クリーン・トランジ
ション・ファイナンス

● 「クリーン産業ディール」により、EU 製クリーン製造の支援に1,0 0 0 億ユーロ以上を動員
● 再生可能エネルギーの普及、産業の脱炭素化、クリーン技術の製造能力の確保を加速する

ための新たな「クリーン産業協定国家援助フレームワーク」を採択

循環性と原材料への
アクセス

● 欧州企業が集まり、重要な原材料の需要を集約できるメカニズムを設立
● 「EU 重要原材料センター」を設立し、関心のある企業に代わって原材料を共同購入

グローバル規模での
行動

● 「クリーン貿易・投資パートナーシップ」を通じて、サプライチェーンを多様化し、相互に有
益な取引を築く

スキルと質の高い
雇用

● 労働者への投資、スキル開発、質の高い雇用を創出する「スキル連合」を設立
● 官僚主義の削減、単一市場の規模の活用、質の高い雇用の促進、EUと国家レベルでの政

策調整を推進

出典：European Commission. 2025. “Clean Industrial Deal,” https://commission.europa.eu/topics/eu-competitiveness/clean-industrial-deal_en, accessed March 3, 2025.

2.2.2 アメリカの新たな体制

また、クリーン産業ディールにおいては、クリーンエネル

ギーの普及、EU域内の相互接続によるエネルギー市場の形

成、産業脱炭素促進法を通じたEU製品の需要拡大、クリー

ンな製造業の支援、重要原材料の集約メカニズム、域外と

のサプライチェーンの多様化、質の高い雇用の促進などを進

めるとしている。これについて主な取り組みを、付録の表2.2

に詳細を示す。
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おけるパリ協定からのアメリカの再離脱 11、環境保護庁

（Environmental Protection Agency, EPA）の連邦職員の大

規模レイオフ12を推進しつつあり、今後は、上記の大統領

令の記述に示唆される通り、企業の情報開示、産業や自動

車のメタンや炭素排出規制の廃止や緩和などが予想されて

いる13。

政権は「アメリカ・ファースト」を掲げながら、国内の製造

業を振興し貿易不均衡を是正することを目的にメキシコ、カ

ナダといった近隣の同志国、および経済的なかかわりの大きい

中国への関税の導入を開始した14。このことは、ガス、石油の

みならず、太陽光パネル、蓄電池、電気自動車、風力タービン

のサプライチェーンにも影響を及ぼし15、これまで投資が進

められてきた気候変動対策にかかわるエネルギー、資源、製

造業分野の緊張や不安定性をもたらすことが予想される16。

気候・エネルギー・環境にかかわるグローバルな取り組

みにおいて、グローバルサウスの国々の重要性はますます

増大しているが、コロナ危機とウクライナ戦争以降に生じ

ている政治経済の混乱、ブロック化、およびアメリカの急

激な方針転換は、グローバルな分極化をさらに進めること

が予想される。

グローバルサウスの国々は、世界人口の大多数を占めて

さらに、2025年3月の段階で、トランプ大統領のアメ

リカがウクライナ戦争におけるウクライナ支援のあり方に

おいても、北大西洋条約機構（NATO）のヨーロッパ加盟国

と重大な対立を生じさせていることは特筆に値する。アメ

リカは、人権や平和にかかわる価値の共有にもとづいて、ヨー

ロッパとの安定した同盟関係を維持してきていたが、トラ

ンプ政権は、安全保障においても西側諸国の諸価値や協力

枠組みに対して大きく態度を変化させつつある。

このことは、次の項に示すように、気候・エネルギー・

環境にかかわるグローバルな政治において、非西欧地域の

諸大国、そしてそれらが中心となって形成する国家間ネッ

トワークの影響力を高めることを意味する。そして、それ

は経済のブロック化や安全保障の問題と結びついた形で、

状況を不安定化させるかもしれない。

おり、今後もエネルギー需要と温室効果ガスの排出の増大

が見込まれる。また、重要鉱物、森林、生物多様性などの

自然資源の大部分がこの地域に所在している。一方、この

地域にある多くの国々が、温室効果ガス排出量が少ないに

もかかわらず、気候変動がもたらす海面上昇、高温、水不

足、生物多様性の喪失に直面している。

このため、西側諸国や国連などが主導するグローバルな

エネルギーの転換が、不平等を悪化させたり、経済的困難

をもたらすことに対する反発が見られる。これらの地域は、

● 「国家エネルギー緊急事態」を宣言。

● アメリカを世界最大の天然ガスの純輸出国に。

● 「国家エネルギー支配評議会」を設立。

● バイデン政権の親中国、反アメリカのエネルギー規制をすべて撤回。

● 「グリーン・ニューディール」を終了。

● パリ協定から脱退。

● 大規模な風力発電所の連邦許可を一時停止。

● アラスカの天然資源の開発を妨げる規制を撤回。

● バイデンが禁止した 6 億 2 5 0 0 万エーカーの沖合掘削を再開。

● オバマ時代の温室効果ガスに関する規則を廃止。

● バイデン政権が禁止した液化天然ガス（LNG, Liquefied Natural Gas）輸出許可一時停止を終了し、禁止
措置以後はじめてとなるLNGプロジェクトを承認。

表 2.3　 ホワイトハウスの発表によるトランプ大統領の取り組み（2025 年 3 月 4 日）

出典：White House. 2025. “President Trump is Unleashing American Energy,” March 4, https://www.whitehouse.gov/articles/2025/03/president-trump-is-unleashing-american-energy/, 
accessed March 4, 2025.
注：2025 年 3 月 4 日におけるホワイト・ハウスの発表を参考に、日立東大ラボ作成。

2.2.3 グローバルサウスの影響力
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グローバルな気候金融や開発援助に対する変革を求めてお

り、気候変動や政治的規範にとってきわめて重大な影響力

を持ちつつある。

2024年10月にロシアのカザンで開催されたBRICSサ

ミットは、ウクライナ戦争以後もその加盟国や協力内容を

増しつつ影響力を拡大していることを改めて示した 17。ブ

ラジル、ロシア、インド、中国、南アフリカなどからなる

国際協力ネットワークであるBRICSには、2024年1月に

アラブ首長国連邦（UAE）とイラン、エジプト、エチオピ

アが新たに加盟した 18。加盟９カ国の経済規模は世界経済

の26％、人口は世界の45％を占める。ロシアのヴラジー

ミル・プーチン大統領は「多極世界」（multipolar world）

の形成が進んでおり、「グローバル・サウス、グローバル・

イーストの国々が示すBRICSとの関係強化」が重視される

べきだという考えを示し、BRICS声明は国際機関における

途上国の代表権の拡大を訴えた。2024年10月時点で、タ

イなど30か国がBRICSへの加入に関心を示している。

2024年11月、ブラジルのリオデジャネイロで行われ

たG20では、グローバルサウスの声を重視しつつ気候対策

強化を進めていくことが確認された19。ここでは、G20が、

持続可能で包摂的な成長を促進する責任を共有するとし、

特に発展途上国を支援し、SDGsの達成をめざすことが確

認された。また、パリ協定にもとづくエネルギー転換の加

速や、これを支える開発途上国への資金調達支援を強調した。

この会合では、とりわけ、不平等を解消するための追加のツー

ルとメカニズムを強化し、持続可能な開発を促進するため

の国際協力を求めるとともに、開発協力や資源の動員を通

じて、低・中所得国を支援することなどを宣言した20。な

お、G20に、アフリカ連合（African Union）が正式にメンバー

となったことは、改めてグローバルサウスが重要度を高め

ていることを示すものである。

2025年1月のトランプ政権の成立によるアメリカの気

候変動対策からの撤退によって、気候変動対策に積極的で、

アジア、アフリカ、ラテン・アメリカと緊密な連携を行う

中国の影響力が強まることが予想される21。中国は、太陽光、

風力タービン、電気自動車などをはじめとするクリーン産

業や、AIをはじめとするデジタル技術におけるキープレイ

ヤーとなっており、グローバルな気候・エネルギー政策に

とって、主導的な役割を果たしつつある。

ただし、このようなグローバルサウスの協力関係は、西

側諸国の民主主義や安全保障の枠組みと深刻な対立関係に

ある国々の影響力の増大にもつながっている。クリーンエ

ネルギーにかかわる原材料や産業のサプライチェーンは、

経済安全保障との関係のもとで急速な再構築が進んでいる。

気候・エネルギー対策にとって大きな重要性を持つ気候変

動にかかわる南北の不公正は、安全保障や貿易のブロック

化と結びつき、ヨーロッパおよびアメリカ中心の枠組みを

揺るがしつつある。

日本は、安全保障上の脅威となりうる国々と隣接しなが

ら、これらの多極的なネットワークと協調し、クリーンか

つ安定したエネルギーのサプライチェーンを形成し、独自

の役割を果たすことが期待されている。

図 2.1　 リオデジャネイロで開かれた G20 サミット
出典：G20. 2024. “Cimeira do G20,” November 19, https://www.g20.rio/media-pt/cimeira-do-g20, accessed March 11, 2025.
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図 2.2　 地球の平均気温 : 1850-2024 年（1850-1900 年の平均からの差異）
出典：World Meteorological Organization (WMO). 2025. “WMO confirms 2024 as warmest year on record at about 1.55°C above pre-industrial level,” January 10, https://wmo.int/news/
media-centre/wmo-confirms-2024-warmest-year-record-about-155degc-above-pre-industrial-level, accessed March 10, 2025.

COPの根本的な改革が必要であると主張している。具体的に

は、科学的な排出目標のための各国のコミットメントを確実に

実現するために、COPを解決策重視のマルチステークホルダー

のプラットフォームとし、大規模で閉鎖的な交渉ではなく、各テー

マにわかれたより小規模の会合を繰り返しながら、野心の継

続と「実行」重視のものとすることが提案されている24。

2024 年12月には、国際エネルギー機関（International 

Energy Agency, IEA）がフランスで「エネルギーとAIについて

のグローバル会議」を開催し、関連する国々の大臣や政府高

官、そしてテック企業の幹部が急速に普及するAIのエネルギー

需要の持続可能性や、AIを通じたエネルギーシステムの最適

化やエネルギーイノベーションの加速について議論した。IEA

は、AIがエネルギー資源や技術の発見を加速し、エネルギー

の生産、消費、分配を改善することに利用できる一方、AIが

必要とするデータセンターが電力グリッドに大きな課題をもた

らす地域があることを指摘し25、今後もデジタル化とエネルギー

の関係がもたらす機会とリスクに対処する意向を示した26。

さらに、2024年9月に開かれた国連「未来サミット」では、

「未来のための協定」が採択され、気候変動の1.5度上昇目

標を確認するとともに、改めて多国間協調の重要性を示した。

これに含まれた「グローバル・デジタル・コンパクト」は、デジ

タル技術とAIのグローバルなガバナンスのための包括的な方

針を示し、さらに「未来世代に関する宣言」では、将来世代の

必要や利益を守るための現在世代の行動の責任などについて

合意した27。

気候対策やデジタル技術にかかわる緊急性のもとで、グロー

バル・ガバナンスの枠組みや、しくみそのものが大きな変化を

迫られる状況が生じている。

このようなグローバルな政治経済の多極化の中で、各国が

経済成長や安全保障の確保のために急速に政策方針を修正

しつつある現在においても、世界の炭素排出削減は、科学に

もとづくネット・ゼロへの経路からはほど遠く、その破壊的影

響がすでに現実のものとなっていることは改めて指摘しなけ

ればならない。

世界気象機関（WMO, World Meteorological Organization）

によれば、2024年は世界の観測史上最も温暖な年であるこ

とが確認された。2024年は地球の平均気温が1850-1900

の平均から1.5℃以上上回る初めての年となる見込みであるこ

とが示された。特に2024年は地上・海面の表面温度、そし

て海水温が例外的に高い一年であった22。

また、国連児童基金（UNICEF, United Nations International 

Children’s Emergency Fund）が2024 年に発表した報告書

『世界の子どもたちの状況2024年』では、2050年の子ども

たちは、2000年と比べて「極端な気候の危険にさらされる可能

性が劇的に増加する」と予測し、たとえば、極端な熱波にさら

される子どもの数は約8倍になるとの予測を示した23。

2024年11月のCOP29において、ローマクラブのサンドリ

ン・ディクソン＝デクレーヴ氏、ポツダム気候影響研究所のヨ

ハン・ロックストローム教授、国連前事務総長の潘基文氏など

が、国連気候変動枠組み条約事務局長に対して、COPプロセ

スの改革を求める署名入りの公開書簡を提出した。この書簡

では、気候変動枠組みが科学的に厳密で経済的に健全な道

筋を示してきた一方で、地球規模の温室効果ガスの増加が続

き、2023年にも膨大な気候費用が発生していることを指摘し、

2.2.4 気候変動、科学者団体、国際機関
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ここまでに述べてきたように、新しい政治状況のもとでは、

EUが気候対策を規制から競争力の増進の問題として捉え直

し、新たな産業政策パッケージの導入をめざす一方、トラン

プ政権におけるアメリカにおいては国際的な気候対策からの

撤退とともにクリーンエネルギーなどへの投資からアメリカ中

心の化石エネルギーへの急激な転換がみられる。このような

中、国際的な気候対策において中国をはじめとするグローバ

ルサウスの影響力が高まり、安全保障の問題と結びつきながら、

旧来の欧米中心の国際的な秩序を変化させようとしている。

こうした状況において、少なくとも2つの課題を見出すこと

ができる。まず第一に、社会的不公正や経済的停滞の感覚が、

気候・エネルギー・環境にかかわる取り組みへの反動を生み

出す、もしくはこれと合流つつあることである。フランスやド

イツにおいては、ウクライナ戦争以後の経済の混乱が移民問

題と結びつき、積極的なグリーン政策を推進してきた勢力を

弱める結果となった。アメリカ合衆国においては、長引く物

価の高騰や地域経済の停滞によって、政権交代が生じ、再

生可能エネルギーの推進や気候対策から撤退する動きを生

んでいる。グローバルサウスの国 に々よる「公正なトランジション」

を要求する声は、気候変動枠組みの重要なテーマとなっている。

気候・エネルギー・環境の問題は、人々の生活において不

可欠な重要性を持つ一方、日本においては、旧来の政治的

枠組みの中で周縁化されたり、もしくは人々の生活と切り離

され、優先順位の低いものと捉えられる可能性がある。たと

えば、国民の喫緊の課題である防災や地域の活性化にかか

わる取り組みと脱炭素やエネルギーにかかわる取り組みは、

異なる課題として扱われる傾向があった。しかし、これらの

取り組みには、相互に深い結びつきを持ち、政策上の相乗

効果（synergies）がある領域があり、脱炭素化やエネルギー

転換というエネルギーや産業の脱炭素化にかかわる取り組み

を他の優先的政策課題と結びつけながら解決する、統合的

な変革の道筋を見出していくことが重要となる。

第二に、AIをはじめとするデジタル技術のイノベーション

にかかわる課題が、気候・エネルギー・環境と交差しようと

している。AIをはじめとするデジタル技術はエネルギー・シ

ステムの最適化やイノベーションの推進を通じてエネルギー

転換の加速に有用である一方、大規模なデータセンターの拡

大によって、地域のエネルギーや水管理への影響をもたらす

可能性がある。

日本においては、気候・エネルギー・環境にかかわる取り

組みは、AIやデジタル技術にかかわる取り組みと切り離され

る傾向があった。AIやデジタル技術によって生じる電力需要

や水の消費の増大をはじめとする持続可能性への影響を回

避しながら、AIやデジタル技術の最大限の活用を通じたエ

ネルギーの最適化やエネルギー分野のイノベーションの促進

がエネルギー・トランジションの加速を助ける可能性がある。

このことは、各分野において、AIやデジタル技術によって改

善や効率化をはかることができる領域を同定し、その方針を

定めるとともに、安全性、公正性、透明性などの原理にもと

づいて、標準のデータ形式やプロトコルの形成をはかる必要

があることを示している。

このように、エネルギーの課題を、多元的な政策課題と

の相乗効果を通じて解決しながら、政策的な優先度が高い

変革を同時的に達成していく「統合的なトランジション」が必

要であり、多様なステークホルダーとともに、包摂性、公正

性、透明性などを原理として社会のシステム的な変化そのも

のを促すしくみである「変革的なガバナンス」（transformative 

governance）28を構築していくことが重要となる。

2.3.1 統合的トランジションと変革的ガバナ
ンス

2 0 2 5-3 0 年の日本のトランジションのために2.3
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するアクターの変化を支えることが重要である。特に社会的

な不公正の感覚を引き起こすことがないよう、意思決定にお

ける包摂性、公正性、透明性を重視するとともに、生活者が

影響を受けるエネルギー価格の高騰や雇用の変化に対応す

る補助金やグリーンな雇用への構造転換を成し遂げていくこ

とが重要になる。このような社会のシステム的な変革を促す

ようなガバナンス（変革的なガバナンス）を、長期的なトラン

ジションの基盤とすることが必要となる。

３．AIやデジタル技術と既存のエネルギー技術の融合により、

エネルギー最適化やイノベーションによるトランジションの加

速を。また、データセンターをはじめとするAIやデジタル技

術のエネルギー・環境負荷について科学的な予測にもとづき

これを低減する戦略を。

AIやデジタル技術、気候・エネルギー・環境にかかわるエ

ネルギーの最適化、イノベーションの推進などを通じてトラ

ンジションの加速に寄与することができる。日本においては、

互換性や相互動作性を支えるソフトウェアや規格、そしてエ

ネルギー・データ共有メカニズムの整備をスピードをもって進

めることが必要である。また、データセンターをはじめとす

るAIやデジタル技術の気候・エネルギー・環境への影響に

ついても、科学的な分析をもとに解決を図ることが重要である。

４．多極化する状況において、気候・エネルギー・環境分野

における戦略的パートナーシップを強化し、アジア太平洋地

域におけるリーダーシップを。

現在のグローバルな地政学上の変化は、気候・エネルギー・

環境をめぐる条件に大きな不確実性をもたらしている。特に、

2.3.2 日本における統合的なトランジショ
ンのための４つの提言

ここでは本章において記述したグリーン変革の新たな条件

にもとづき、これまでの日立東大ラボの研究や提言に基づき

ながら、日本における脱炭素・GX政策に関して、下記の4つの

提言を行いたい。

１．気候・エネルギー・環境の危機を、統合的なトランジショ

ンへの機会に変え、多様なアクターとともに社会システムの

転換を促す政策を。

気候・エネルギー・環境における現在の危機を、日本に

おけるグリーンな変革へとつなげるために、エネルギー基本

計画、GX 政策、NDC（国別約束 , Nationally Determined 

Contribution）と、その他の政策的優先事項を包括的に結

びつけながら、「統合的なトランジション」を達成することが

求められる。日本社会における政府・地方自治体、企業、

大学、市民組織など、多様なアクター相互の結びつきを認識

し、旧来の構造へのロックインを回避しながら、社会システ

ムの転換を促す政策づくりをめざすことが必要である。

２．長期的なトランジションを支えるために、資金、人財、

能力構築、科学的レビューにもとづき変革的なガバナンスの

構築を。意思決定における包摂性、公正性、透明性を通じて、

社会変革を気候エネルギーにおけるトランジションの基盤に。

気候・エネルギー・環境における長期的なトランジション

を支えるために、政府は、資金、人財、能力構築 29、そして

科学的レビューを重視ながら、産業や地方自治体をはじめと

図 2.3　 統合的なトランジション
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ウクライナ戦争以降の世界的な経済混乱は、EUにおいては

競争力のための政策につながった一方、アメリカにおいては、

少なくとも連邦レベルにおいて、国際的な気候対策そのもの

から撤退する動きが生じている。このような中、グローバル

サウスの国 の々影響力が増大し、多国間協調やサプライチェー

ンのネットワークに大きな影響を与えている。

日本は、このようなグリーン変革における新たなフェーズに

おいて、これまでに構築した関係にもとづき、経済安全保障

やAIなどのデジタル技術における関心を共有しつつ、気候・

エネルギー・環境の変革の推進のための戦略的なパートナー

シップを新たに強化していくことが必要である。特に、これ

らの領域で中心的な役割を担いつつあるグローバルサウスの

国 と々コミットメント、資金、人財、経験や技術を共有しながら、

アジア太平洋地域における持続可能な開発において、独自の

リーダーシップをめざすことが求められている。

日本におけるグリーン変革を統合的なトランジションを通

じて成し遂げるという取り組みは、国民一人ひとりの理解を

欠いたまま進めることはきわめて難しい。政府は、気候変動、

エネルギー、環境にかかわる課題と多様な地域の課題を結

びつけながら、有機的かつ変革的な努力を通じて解決してい

くビジョンを掲げつつ、自治体、企業、大学、市民組織との

包摂的な対話や相互的な支援を通じてこれを推進していくこ

とが不可欠となるだろう。

COLUMN
第7回日立東大ラボ・産学協創フォーラムパネルディスカッション登壇者の発言より

（2025年1月、いずれも発言要旨） 

「SDGs（Sustainable Development Goals）達成の目標年である20 3 0 年が 5 年後に迫る中、

世界中で予測不能な課題が顕在化しています。これに対し、デジタル技術によるイノベーショ

ンを実現し、SDGs 達成をめざすべきであるという声が高まっていますが、データ主導の意思

決定に求められるツールや技術は効率性向上への貢献が期待される一方、大量のエネルギーを

必要とします。SDGsの達成に向けては、ガバナンスとメカニズムをもう一度見直し、今以上に

デジタルソリューションを取り入れていかなければなりませんなりません。」

─ チリツィ・マルワラ 国際連合大学学長・国際連合事務次長

「脱炭素に対する反発は国家間の対立だけでなく、気候変動対策を牽引してきた西側諸国の社

会からの反発に起因しているように思います。例えば、自動車や暖房など人々の生活に密接に

関わるレベルにまで脱炭素政策が下りてきた結果、それに伴うコストが認識されやすくなり、

反発につながっているのではないでしょうか。あるいはこうした反発は、反移民、反エリートといっ

た社会に元から存在する分断の反映であるとも考えられます。（中略） 統合的トランジションと

いう概念は、社会全体の理解や団結を調節していくうえでも重要であると考えています。」 

─ 上野 貴弘 電力中央研究所 上席研究員 

「2 0 24 年末、GXに関わる長期的な投資の予見性を高めることを目的として、2 0 4 0 年頃に想

定される経済社会のビジョンを示す『GX2 0 4 0ビジョン（案）』が公表されました。ここでは、

GXの産業構造として、新しい成長産業が GX分野で生まれ、既存の製造業が DX・GXを組み

合わせることで競争力を獲得していくことが掲げられています。 

こうした中で経済成長のカギを握るのが脱炭素エネルギーですが、脱炭素電源には地域偏在

があります。しかしながら、需要地までの送電線やネットワークの整備のために大規模な投資

をしている時間的・金銭的余裕はありませんので、脱炭素電源の豊富な地域に企業の投資を

呼び込み、そうした企業や脱炭素電源を整備する自治体にインセンティブを出すなど、産業集

積を促進する具体的な政策を進めていきたいと考えています。」

─ 畠山 陽二郎 経済産業省 資源エネルギー庁 次長  



16 17

　第2 章 ｜ グリーン変革における新たなフェーズにおける日本

本章では、EUにおける新たな産業競争力政策パッケージ

の導入、トランプ政権のアメリカにおける気候エネルギー政

策の急激な転換、国際的な気候対策におけるグローバルサ

ウスの影響力、そして国連や科学者の取り組みに言及しながら、

気候・エネルギー・環境にかかわる新たな不確実性が生じて

いることを示した。

日本においては、社会的不公正の感覚やデジタル技術に

配慮しながら、エネルギーの転換をそのほかの政策上の優

先課題とともに達成していく統合的なトランジションをめざし

ていくことが重要である。そのためには、社会の多様なステ

イクホルダーとともにシステム的な変化を形成する変革的な

ガバナンスが必要である。

さらに、日本は、経済安全保障やAIやデジタル技術にか

かわる関心を共有しながら、グローバルサウスの国々を含む

主要なパートナーと気候・エネルギー・環境の変革のための

戦略的協力関係を強化し、アジア太平洋地域の持続可能な

開発において独自のリーダーシップをめざしていくことが求め

られている。
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●気候・エネルギー・環境の危機を統合的なトランジションへの機会に変え、多様なアクターとともに社会システムの
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第  章 持続可能なエネルギーシステムをめざす
トランジションのあるべき姿

本章では、提言書第６版の刊行後の国際情勢の変化やデ

ジタル技術による産業の成長シナリオをふまえ、カーボンニュー

トラル（以下、CN）実現に向けたエネルギーシナリオの見直し、

新たな課題抽出と対策について示す。

3

本節では、産業の成長に期待されるAI・データセンターの

エネルギー供給ニーズの増加に対し、2050年のCNへの移

行との両立は可能か、またエネルギーバランスと同時に考え

るべき課題と対策はなにか、について示す。

近年、AI×データの産業分野への活用が急速に拡大してお

り、業務支援、製品開発支援、作業効率化、イメージ画像

などの創作活動で活用されている。生成 AIが様々な分野を

変革していくことが期待される一方で、図3.1(a)に示すように、

その膨大なデータの学習（トレーニング）に必要なコストも

google、Metaなどを中心に年々上昇しており、必要とされ

る電力量も増大していくことが示唆さる。国内においては、デー

タセンターや半導体工場等による需要増を考慮すると、図3.1(b)

に示すように、2030年以降国内の電力需要が増加するとの

試算結果が複数の研究機関によって報告されており30、特に

2040年以降の需要予測は下記機関が幅をもって設定してお

り、不確実性が高いといえる。

社会動向を反映したエネルギーシナリオとコスト意識に基づく
トランジション

3.1  

図 3.1　 AI ×データの産業分野への活用見通し例

（a） AI トレーニングコスト 31 （b） 各研究機関による国内電力需要予測
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日立東大ラボにおいても、これまでに2050年CNに至る

エネルギーシナリオをシミュレーションで計算してきた。第

7次エネルギー基本計画で示された、原子力活用もふまえた

電源構成シナリオも想定し、定量的な評価を進めてきた。図3.3

左に異なる条件で求めた４つのシナリオ(再エネ10 0%、火

力CCS制限、原子力活用、水素調達)について、2050年の

電力需要を縦軸に、太陽光・風力などのVREの発電量に占

める割合を横軸に示す。データセンター需要増を考慮すると、

各シナリオともに電力需要が大きく伸びることが予想される。

データセンター需要増の影響は、電力需要増にくわえて、総

エネルギーコストの上昇を招くことがわかる。データセンター

のICT活用による社会便益が、エネルギー使用とコスト増に

対して見合うのかを評価しつつ活用していくことも重要となる

と思われる。

また、CNに至る各年度のエネルギー総コストの推移を図3.3

右に示す。エネルギー総コストは1次エネルギー、エネルギー

転換、各部門の設備コストの合計であり、さまざまな技術イ

ノベーション、例えば、需要側のデマンドレスポンスや分散リソー

スの需給調整への活用などを織り込んだとしても、2050年

には少なくとも2020年に比べて130%～160%に増加する

と予想される。

図 3.2　 AI ×データの産業分野への活用見通し例 32

図 3.3　 需要増にともなうエネルギー総コスト推定

（a） 各シナリオの電力需要と VRE の伸び 33 （b） エネルギー総コストの推定値（需要調整考慮）

20 4 0 年のエネルギー動向への対応の方向性としては、

2024年12月に第7次エネルギー基本計画の案が公表された。

安全性の確保を前提に、エネルギー安定供給を第一として、

経済効率性と環境適合性の向上に向けて最大限取組を進めて

いくことが重要とされている。そのうえで、電力需要の増加が

見込まれる中、脱炭素電源を確保できるかが我が国の産業競

争力に直結し、特定の電源や燃料源に過度に依存しないよう

バランスのとれた電源構成を志向するとともに、再エネや原

子力などエネルギー安全保障に寄与し、脱炭素効果の高い

電源を最大限活用していくことが盛り込まれている（図3.2）。
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前述した技術イノベーションが実装されず、需要調整がなさ

れない場合のエネルギー総コストの増加について検討した例

を図3.4に示す。この場合、2040年で原子力活用シナリオの

年間1.4兆円から再エネ100%シナリオの年間2.2兆円のコス

ト増が見込まれる。2050年では、これらが、年間4～10兆

円の更なるコスト増が想定され、各シナリオによってコスト増

の幅は大きくばらつく結果となる。このように、さまざまな技

術イノベーションを起こし、それを実装していくことが、エネルギー

総コストの面でも非常に重要となる。

このような技術イノベーションを、適切なタイミングで社

会実装していくためには、先行的な初期投資も必用となる。

CNにつながるが事業的にもリスクをともなう投資については、

サステナブルファイナンスやトランジションファイナンスなどの

活用、支援の仕組みも有効と考えられる。電力システムは再

エネの導入・運用から、それらを活用する多数の需要家まで

のサプライチェーンをつなぐことによって、再エネと需要の需

給バランスの調整や蓄電にとどまらないさまざまな電力需給

の融通といった多くのステークホルダを束ねた対策によってリ

スクヘッジしつつ、効果的なファイナンス支援の提供も含めて、

CN移行が継続的になされる仕組みの構築も重要となる。

図 3.4　  技術イノベーション（需要調整普及）によるエネルギー総コストの抑制

図 3.5　  全国の基幹系統を考慮した電力混雑シミュレーションの系統線、電源の分布

2040年を想定したデータセンター等のICT関連の電力需

要増大に伴い、電力供給状況は現在と大きく異なることを示

した（図3.3）。本節では東大・小宮山研究室が開発した全国

の基幹系統モデルに基づく、電力系統の混雑状況をシミュ

レーションし、課題を抽出した。図3.5に示す基幹送電線モ

デルを作成し、2040 年に想定される洋上風力80GWを想

定される地域である秋田沖、北海道日本海沖を中心に配置し、

基幹系統の混雑状況をシミュレーションした。

電力需要増大に伴う電力システムへの影響3.2  
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図 3.6に洋上風力8 0GWを配置した際の5月の状況にお

ける電力需給バランス状況を示す。図中上段黄色で示して

いる太陽光発電が日中発電するとともに、図中上段 2 段目

の洋上風力発電が最大50GWほど発電している状況が分か

る。風力、太陽光発電をエネルギー需要と調整するため、

大量の蓄電池が必要となり、0.5h 供給の短期対応蓄電池

が 50GW、NaS電池のような長期供給蓄電池が10 0GW必

要であり、それらの導入総コストは3 5 兆円規模となり、日

本国内の電力システム市場規模約 18 兆円の２倍程度の投

資が別途必要となる。また、夜間を中心としたLNG火力発

電による供給が多い時間帯で50GW台に達する。風力、太

陽光発電が大量導入されても、引き続き火力発電が供給維

持のために重要な位置を占める。

図3.7に年間の電力需給運用とそれに対応する火力、洋上

風力の各発電機の稼働状況、および揚水、蓄電池の各稼働

状況を示す。洋上風力発電は夏場の出力低下が起こり、その

間火力発電による炊き増しが生じている。また、春先を中心

に風力発電の出力抑制も10GW台の規模で起こっており、蓄

電池によるピークシフトを想定してもなお、発電余剰となる

時期が存在する。

図 3.6　 2040 年の洋上風力発電を考慮した５月の電力需給状況

図 3.7　 2040 年の洋上風力発電を考慮した年間電力需給状況
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続いて、洋上風力が大量導入される秋田県の地内系統の

潮流について考察する。秋田県の地内系統において、シャドー

プライス（送電線容量制約の限界費用）がプラスの値、すな

わち経済合理性をもって系統運用されている地内系統の潮

流状況を図3.8に示す。ノンファーム型接続を前提とした洋

上風力の大量導入では、ほぼ風力発電のみで地内系統の送

電線容量を占有する可能性があることを示している。このた

め、再エネ大量導入においては、系統増強計画、蓄電池等

の調整力創出、および送電線運用の状況を踏まえ、電力コ

ストを最小にする経済合理性を考慮した導入計画が重要となる。

以上、洋上風力の導入拡大を考慮した系統混雑、潮流解

析について、電源の稼働状況、系統混雑状況および混雑回

避策を考察した結果、以下の課題解決が必要となる。

①系統増強計画、蓄電池等の調整力創出、および送電線運

用の状況を踏まえた施策

再エネ拡大については、導入拡大を前提としたプッシュ型

施策が系統マスタープランで記載されているが、系統増強の

リードタイムを踏まえた対策が必要となる。また、送電線運

用状況については、北海道・本州間の高圧直流送電線（HVDC）

をはじめ、シャドープライスがプラスと評価されている系統線

を中心に再エネ拡大に合わせた導入拡大が必要である。変

動再エネの調整力創出については、蓄電池の過度な依存に

頼らない、安価な蓄熱プロセス等も活用した多様なイノベー

ションを活用するとともに、第４章に述べるヒートポンプ給湯

器をはじめとした需要家機器の積極参画によって、電力シス

テムの増強に必要となる総コストを抑制し、国民負担の軽減

に努めるコスト意識をもった施策を重視すべきである。

②電力需給バランスを考慮した総合施策

再エネの供給地では地内系統がほぼ送電容量限界に達す

る見込みであり、再エネ導入のスピード、系統増強、蓄電池

等の調整力を経済合理性が成立する計画を立案して推進す

る必要がある。系統増強は完遂までのリードタイムが長いため、

大口需要を再エネ供給地に隣接させるなどの改革も必要とな

る。半導体製造工場やデータセンターといった需要が再エネ

供給地近接への設置の可能性があるが、情報産業の繫栄に

も左右されるため、計画段階の予見性が問われる。

③　当面の化石燃料の安定確保と中長期的な炭素吸収・固

定化

再エネ主電源化が実現した段階でもS+3Eの観点から、

火力発電が引き続き利用される状況になる。LNGをはじめと

する化石燃料の安定確保とCNに向けた炭素吸収・固定化の

技術推進が必要である。

図 3.8　 地内系統の潮流解析
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わが国は 2030 年に2013 年度比で 46%の温室効果ガ

スを削減する野心的な温室効果ガス削減目標を掲げており、

この実現に合わせて経済構造の強化が必要となってくる。温

室効果ガスの削減において、再生可能エネルギーの果たす

役目は大きく、この供給、需要を支える電力システムの役目

は重要である。2020年の電力システム改革において、電力

小売事業の完全自由化がなされ、急速な再エネの拡大と、カー

ボンニュートラルに対する取り組みの高まりは想定を上回るス

ピードで進んできた。電力卸取引市場の流動性を高める政策

を推し進めた結果、短期的な視点での電力事業の運営が強

まっており、巨額の投資を長期にわたって回収しながら設備

形成をしてきた電力事業のビジネスモデルの前提が難しくなっ

ている。また、2024年に本格始動した電力需給調整市場は、

募集量に対する応札不足が続いており、市場による電力需給

調整には改善が求められる。

CNとGXの推進を支える上での電力システム改革について

は、自由化のメリットである事業者の創意工夫によって支え

られるのと同時に、 持続可能かつ経済合理性のあるシステム

構築が不可欠となってくる。事業者の創意工夫を促す競争原

理と支援施策は、カーボンニュートラルの技術イノベーション

などにも影響を受けるため、システムとして実証的な試みも

相当程度取り入れながら、柔軟性のある運用をさらに進めて

いくことになる。また、電源投資については、需要家の再エ

ネ調達意欲も取り入れながら、PPAなどの施策を活用してい

くことが考えられる。これらの施策を下支えする原子力発電

や石炭発電といった燃料および発電インフラに関するエネルギー

政策の大枠を国が責任をもってコミットする必要がある。

電力システム改革の論点と解決に向けた取り組み3.3  

COLUMN
産学協創フォーラムパネルディスカッション-脱炭素電源への投資の誘導策の議論

　本ディスカッションでは、東京大学　小宮山涼一先生のモデレータのもと、資源エネルギー庁　電力基盤整備課長の

筑紫正弘様、シカゴ大学の伊藤公一朗教授、東京大学の大橋弘副学長、東京大学の岩船由美子教授、そして日立製作

所営業統括本部の山田竜也担当本部長をパネリストとして招き、『「エネルギートランジション」―デジタル活用で創る発

展的カーボンニュートラル社会-』について議論いただいた。

今後、脱炭素電源への投資を誘導する事業環境の整備が課題になると考えられますが、新た

な制度設計や既存制度の拡充に際しては、どういった課題があるのでしょうか。

─ 小宮山涼一　東京大学大学院工学系研究科教授

主として二つの課題があると考えています。一つは、長いリードタイムの中で環境変化を予測し、

反映させることが難しいという課題。設備の導入から発電所の運営まで、長期にわたって必要

となる投資とコストをどう管理していくのかを考えなければなりません。もう一つは、従来の電

力事業が PPA（Power Purchase Agreement：電力購買契約）によって支えられてきた面があ

るということです。多様な需要家、それを支える小売事業者がPPAを結びやすい環境を整備し

ていく必要があります。

─ 筑紫正宏　資源エネルギー庁 電力基盤整備課長 



24 25

　第 3 章 ｜ 持続可能なエネルギーシステムをめざすトランジションのあるべき姿

COLUMN
長期にわたる設備の維持・形成においては、設備の社会的意義が変わってしまうようなことが

起きた際にどう対応するのかも重要です。原子力や石炭はその典型だと思うのですが、災害や

温暖化の議論の風向きを契機として突然、民間の責任を問われる可能性があることも見越した

うえで事業を推進していけるかというと、難しい面もあると思います。国と民間との共同事業と

いう枠の中で、一定のスタンスを長期的に保持してもらわないとそもそも投資が進まない。そう

いったことを前提に、採算性の議論をする必要があるのではないでしょうか。

─ 大橋弘　東京大学副学長

チリが成功を収めた背景には、政府主導のPPAの存在もあります。政府が一定の再生可能エ

ネルギーを買い取ることで、ロングタームのコミットメントになっているわけです。また、チリで

普及している再生可能エネルギー発電はほぼすべてが、バイヤーとサプライヤ間の長期契約に

基づいて行われており、これがもう一つの成功事例になっていると考えています。したがって、

日本もよりPPAを活用していくべきであるという点については同意です。

─ 伊藤公一朗　シカゴ大学ハリス公共政策大学院教授

本章では、2023年以降の国際情勢の変化やデジタル技

術による産業の成長シナリオをふまえ、CN実現に向けたエ

ネルギーシナリオの見直し、新たな課題抽出と対策について

述べた。産業の成長に期待されるAI・データセンターのエネ

ルギー供給ニーズの増加に対し、2050年のCNへの移行と

の両立、またエネルギー需給バランスと同時に考えるべき課

題と対策について、系統混雑解析などを交えて考察した。

第 3 章まとめ3.4  

●生成AIをはじめとしたデジタル分野が産業界に様 な々変革をもたらす可能性を示す中、電力需要の増大も予想されている。

2025年2月に策定された第７次エネルギー基本計画において、2040年におけるエネルギー消費の総量は、現状よ

り３割程度減少する一方、電力に着目するとその消費は2割程度増大する見通しである。日立東大ラボではこの電力

需要増大を見通した複数のエネルギーシナリオを考察した。エネルギー需要の増大に加え、エネルギーインフラの

増強等に伴う総コストの増大が現状の130％から180%となり、コスト意識を持ったトランジションの推進を一層強

化すべきである。

●カーボンニュートラルに伴い、技術イノベーションが実装されなかった場合、各エネルギーシナリオにおいて、2050

年には4～10兆円の追加コストを負担することになり、技術イノベーションの実装を再エネ拡大の状況に応じて適切

に進めるべきである。

●デジタル分野の実装に伴う電力需要増大を想定した系統混雑解析を実施した結果、短周期蓄電池を50GW、長周

期蓄電池を100GW実装することになり、その必要コストが35兆円程度となることを示した。蓄電リソースについては、

蓄電池のみにとどまらず、需要家のさまざまな機器による需給協調、ヒートポンプ給湯器をはじめとする電気を温水

等の熱で貯留する電熱変換利用などコスト削減のイノベーションの多様性を確保すべきである。
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●電源をはじめとする投資について、現在の長期脱炭素オークションやPPAといった相対取引の自由度を高め、需要

家も電源投資に積極的に参画できる制度形成を進めるべきである。

●電力システムにおける責任所在を国が明確化し、長期にわたる政策意思を示すべきである。
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第  章 CN と S+3E のエネルギー需給の
両立に向けた地域の貢献

本章では、生活基盤である地域社会の役割を主にエネル

ギー需給の観点で説明し(4.1節)、その実現を可能とする社

会移行の要件を述べる(4.2節)。また、地域の社会移行によ

るS+3Eのエネルギー需給への貢献ポテンシャル評価と実証、

それを社会実装するために必要な施策について言及する(4.3

節)。合わせて、CNに向かう地域の役割として人財の育成に

も触れる(4.4節)。ここでは、複雑な社会問題を多面的に捉

え、他者との共感のもと課題を克服する人財育成に対する教

育現場や地方自治に向けた期待を述べる。

4

再エネ主電源化を含む CN社会実現に向けて、地域社会

は図4.1に示すように、基幹システムから安定な電力や熱エ

ネルギーの供給を受けるとともに自らも一部を供給し、デー

タを用いた「賢いエネルギー利用」で電力の需給調整に貢献

する「調整力」を創出することで、基幹システムと共に「S＋３

Eのエネルギー需給」を実現する主体となることが期待される。

ここで言う調整力とは、利便性や機能を損なうことなく時間

シフト可能な電力需要などを示す。

日本の経済成長と同時にCNを達成するためには、エネル

ギー供給側だけではなく、需要側の努力により限られた資源

を経済的に活用することが重要であり、地域社会から創出す

る「調整力」がその主要貢献の一つとなる。また、今後、発

災後に停電や供給不足により基幹システムからエネルギー供

給が制約される場合、地域電源やEVなど地域リソースを活

用することにより防災拠点に代表される地域内の重要需要に

対して需給を確保することも考えられる。

2024年に発刊した提言書第６版では、賢いエネルギー利

用により地域での価値づくりを実現し、基幹系統に調整力を

供給する協調・制御プラットフォームを提案するとともに、デ

ジタル技術を活用した再エネ地産地活、地域特性を活用し

た自然回復と共存するネガティブエミッション、による地域経

済の活性化の事例を示した。経済と環境を両立する社会移

行の一手段として、環境クレジットを活用し、エネルギー協

調に基づく地域内での再エネの使い切り、および地域内循

環がその手段になり得ること、またCO2 貯留量を低減する施

策として、藻場育成によるブルーカーボンの事例を示した。

CN 社会実現に向けた地域社会の役割4.1  

図 4.1　 基幹システムと地域社会の位置づけ



28

　第 4章 ｜ CNとS+3Eのエネルギー需給の両立に向けた地域の貢献

2025年2月に閣議決定した第７次エネルギー基本計画では、

徹底した省エネの重要性は変わらないとし、産業および地域

での継続的改良・電化推進・地域との共生を図りながらの再

エネの最大限の導入と調整力の確保、を推進する計画が示

された。日立東大ラボでは2021年より地域での賢いエネルギー

利用、およびそれを実現する協調・制御プラットフォームの

社会実装を提言してきており、特に電力利用については地域

から創生可能な調整力ポテンシャルを定量化し発信してきた。

地域から生み出す調整力の重要性については、資源エネルギー

庁主催の発電コスト検証ワーキンググループなどでも給湯機

やEV充電の時間シフトを例にその有用性が示され、共通認

識化してきている3 4。

協調・制御プラットフォームは基幹エネルギーシステムと

需要家機器、特にエネルギーストレージを内蔵する機器と

連携し、電力卸売市場であるJEPX(Japan Electric Power 

eXchange)のスポット価格と機器利用情報をもとに利便性を

損なわない範囲で調整力を創出する運用計画を発信し、電

力供給側へは過剰な系統用蓄電池導入の回避、需要側には

電力コストの削減、という双方のメリットを創出するシステム

である。このようにして創出された調整力により、経済合理

的な再エネ導入と活用を実現する。

地域で起こすエネルギートランジション  4.2  

図 4.2　 基幹系統システムと需要家機器をデジタルでつなぐ協調・制御プラットフォーム

本版では、現状の地域社会に求められる役割を再分析し、

それに基づき地域の経済成長と両立する社会移行、すなわ

ち地域における統合的トランジションのあり方、既存技術で

実現できる調整力創出の実証例、およびエネルギー需給へ

の貢献を加速するための提言を示す。また、S+3Eのエネルギー

需給への貢献に平行して進めるべき地域経済の活性化や人財

育成についても言及し、地域から起こす社会移行の重要性を

再確認する。
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上記の賢いエネルギー利用は、ヒートポンプ給湯機の沸

き上げ時間のシフトなど、既存技術で実現可能なものが多

いが、エネルギーの提供者・需要家には一定の変化を伴い、

その変化が社会移行の障壁となる。そのため、地域社会で

起こす社会の変化は、地域のステークホルダがメリットを実

感しながら移行のステップを段階的に進めることが重要とな

る。また、現在の生活からの連続性や安全性を担保しながら、

段階的社会移行を複数の手段で進めていくことが望ましい。

地域社会の移行イメージを図4.3に示す。需要家である個

人が利便性やエネルギーコストの抑制、調整力市場への参

加による受領価値を増大しつつ、地域としてはエネルギーの

効率的活用による価値創造を進め、地域の魅力向上やレジ

リエンスの強化につながる。

このような既存技術の活用による賢いエネルギー利用が、

可視化・可制御化されたヒートポンプ給湯機などエネルギー

ストレージ機能を有する機器の流通や導入を加速し、それら

が地域のエネルギー利用をコーディネートするプラットフォー

ムにより統括・運用支援されることにより、ステークホルダ

の社会移行を円滑化する。

デジタル技術は、機器やエネルギー利用の可視化・可制

御化を実現し、図4.2に示した社会への移行を支えるキー技

術である。可視化・可制御化により、需要家のエネルギーの

利用タイミングを把握ことで、煩雑さを回避しつつ需要家の

利便性を損なわない範囲での調整力創出が可能となる。日

本はヒートポンプ給湯機など、世界に誇るエネルギーストレー

ジの技術を所有し、導入してきた。それらをデジタルの力に

より賢く使うことで経済合理的に調整力を創出し、導入した

再エネの有効活用が可能となる。

2020年当時の菅総理によるカーボンニュートラル宣言以降、

日本政府はグリーン成長戦略の立案、GX移行債の発行など、

様々な施策を打っている。また、2024 年より需要家機器の

調整力を活用すべく、経済産業省の主導によりDRready 勉

強会が開催され、ヒートポンプ給湯機、家庭用蓄電池、を

対象としたDRready要件が議論されている。また、家庭用

蓄電池の次には双方向ＥＶ充電器がその議論対象となる予定

である。しかし、製品サイクルとCO2 削減目標を照らし合わ

せると、電力価格情報・機器運用状態・制御指令を含む機

器との通信インターフェース標準化やセキュリティガイドライ

ンなどのルール策定を加速させる必要があり、それを支援す

る多様なアイデアの施行・実証が強く求められる。

図 4.3　 地域社会で進める段階的社会移行
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DRreadyとは、家庭など需要家側の機器に通信ネットワー

クを介した遠隔操作によるデマンドレスポンス（Demand 

Response; DR）に対応させる機能を具備した状態を意味

する。需要家側機器が DRreadyになることにより、電力を

使いたいときに使いたいだけ使う、という状況を脱し、需

要家による電力システムの脱炭素化・効率化・安定化へ寄

与することが期待されている。

本文に記載のとおり、日本では 2 0 24 年からDRready の

議論が開始されたが、米国ではワシントン州、オレゴン州、

カリフォルニア州においてヒートポンプ給湯機のDRready

化が州法ですでに義務化されている。英国においてもEV

充電器に続きヒートポンプ給湯機への義務化が検討されて

いる 3 5。日本国内の2 0 2 2 年度末までのヒートポンプ累計

出荷台数は87 7 万台にのぼる3 6。20 3 0 年、20 3 5 年の温

暖化効果ガス排出抑制マイルストーンと機器更新期間を踏

まえ、貴重な調整力の供給源としての有効活用を早急に実

現していく必要がある。

DRreadyを取り巻く情勢

図 4.4　 DRready 制度化状況の比較
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図 4.5　 スポット価格の実績と、その累積データ＊

図 4.6　 地域社会から生み出す日本全体での調整力（提言書第５版より再掲）

JEPXにおける各エリアでの卸売価格に目を移すと、下限

値である0.01円/kWhでの取引値となる状況が生じている。

また、その状況の発生回数は年により変化はあるものの、取

引値が0.01円/kWhとなる状況が200時間を超える地域が

拡大している(図4.5)。下限値0.01円/kWhで取引されると

いうことは、再エネ出力抑制が未実施の地域でも、市場とし

て再エネ電力が有効に活用されずに余っている状況である。

この状況で再エネ導入を進めても過大な系統用蓄電池の増

設や稼働率が低い系統増強、再エネの出力抑制などを引き

起こし、社会コストが益々上昇する虞がある。このような状

況を避けるため、需要家が電力を買い取る小売価格にスポッ

ト価格を適切に反映し、需要家の行動変容を誘起する再エ

ネ余剰を反映した小売料金の普及拡大を早急に推進していく

必要がある。

日立東大ラボでは、前述のように地域社会から生み出され

る調整力のポテンシャルに早くから着目している。JEPXのス

ポット価格は再エネ出力の余剰が反映される指標であること

から、スポット価格に応じて住宅・集合住宅・福祉施設のヒー

トポンプ給湯機、EVを経済運用した場合の全国規模での社

会便益を試算し、493億円/年の社会コスト削減が期待でき

るとの結論を得ている(図4.6)。ここで、本試算は2030年

のヒートポンプ給湯機およびEVの導入率、そしてスポット価

格想定値を解析条件としたものである。また、さらに再エネ

出力を有効活用したことによりスポット価格の下限値が0.01

円/kWhから1.00円/kWhに持ち上げられたものとして試算

した。詳細は提言書第５版の付録を参照されたい37。

地域の持つポテンシャルとその活用4.3  

＊　JEPX 実績データをもとに日立東大ラボで集計。2024 年度データは 2025 年 2 月 26 日までの実績値
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図 4.7　 JEPX スポット価格連動ヒートポンプ給湯機制御テストベンチ 38

また、2024年3月からは上記試算に加え、実家庭での給

湯を模擬したテストベンチを構築し、JEPX 東京エリアのスポッ

ト価格に連動した貯湯遠隔制御の実証を開始した。本テス

トベンチでは、現在市場で流通しているヒートポンプ給湯機

を用いた。遠隔制御はヒートポンプ給湯機メーカが標準に提

供する携帯アプリを活用した個別の家庭用エネルギーマネー

ジメントシステム(HEMS)不要の貯湯制御システムで構築し、

すでに５か月以上の連続運転実績と11か月の運用を積み重

ねている。(2025年2月末)

本実証の結果を現在のヒートポンプストック台数と全国の

世帯数をもとに全国換算すると、家庭用ヒートポンプ給湯機

の貯湯制御により、年間30 0 億円の調達コスト削減効果が

期待できるとの結論を得た。本実証設備および換算条件に

ついては付録にて詳細を記す。

前節で説明した実証により、個別家庭用HEMSを必要と

しない、ヒートポンプ給湯機のJEPX 連動の遠隔貯湯制御が

既存製品と技術で可能であることを示した。しかし、賢いエ

ネルギー利用による調整力創出を社会に根付かせ、その普

及を加速するためには、技術の確立に加え、賢いエネルギー

利用の動機付けに十分なメリットを需要家が受け取れること

が重要である。需要家のメリットを、①電気料金の安い時間

帯に需要をシフトする経済DR、②需給調整力市場などで調

整力の取引により対価を得る調整力市場取引、の２ケースで

想定し、それぞれのケースにおける加速施策を以下に整理する。

ケース①：経済ＤＲ

経済DRを加速するには、次の２点が重要である。以下

詳細を記す。

i)  調整力を創出するエネルギー利用を実行することに

より、行動主体のメリットが生じること

ii) 調整力を創出するエネルギー利用を実行するための

技術が提供されていること

 

調整力を創出するエネルギー利用により、行動主体であ

る需要家にメリットが生じるためには、調整力を持つ需要

家へ小売からスポット価格が反映された料金プランの提供

が必要となる。すでに、市場連動プランやDRポイント還元

プランなど経済合理性と利便性を両立したエネルギー利用

を促す施策が新電力を中心に小売電気事業者から提供され

始めている。しかし、個人情報の入力不要な年間料金試算ツー

ルの提供などにより人々の躊躇を回避し、その利用を拡大

する施策が進められるべきである。

また、需要家には時間シフトによる安価な電力供給に加

え、社会コストの上昇抑制に寄与するエネルギー利用に対

し、正当な対価が提供される仕組みの議論が期待される。

地域からの調整力創出を加速する施策4.4  



32 33

　第 4章 ｜ CNとS+3Eのエネルギー需給の両立に向けた地域の貢献

 調整力を創出するエネルギー利用を実行するための技術

形態は、個別設定をできるだけ回避し、価格情報をもとに需

要家の利便性を損なうことなくエネルギー利用を調整できる

ことが重要である。小売電力ごとで情報提供が異なる、など

のスマート化阻害要素の抽出と対策を、小売・メーカの業界

団体で議論し対策を講じることが望ましい。また、そのよう

な議論の場の設立を政府が支援することが期待される。合

わせて、EVなど本来外部通信が可能な機器のデータアベイ

ラビリティの改善、電力に加えた熱需要の時系列データの計

測・蓄積による需要家熱需要モデルの構築、貯湯タンクや

蓄熱槽などの熱貯蔵要素と併設されるヒートポンプの普及を

促進する助成制度の構築やファイナンスメニューの拡充、を

より一層進めるべきである。

ケース②：調整力取引

市場取引される調整力が需要家から提供されるためには、

以下２点が重要となる。

i) 調整力の予見性・確実性が外部から確認できること

ii)調整力の源となる機器の所在がわかること

 

調整力の市場取引では、経済ＤＲに比べて確実性が重要

となる。DRready 勉強会でも予見性・確実性の判断材料とな

る機器状態量の計測および通信インターフェース(IF)が議論

された。機器種別や運用履歴などから予見性・確実性を評

価できる情報伝達機能を機器側で送信できるIFを備えると

ともに、それら機器開発に対するメーカへのインセンティブ

付与、機器が上記要求されたIFを備えることを公的に示す機

器認証スキームの構築、を平行して進める必要がある。

DRreadyのヒートポンプ給湯機が販売される時期は2029

年が想定されている 3 9。ゆえに、それら機器の普及は、

2030年に間に合わない。現在の機器で可能な価値創造の

試行を積極的に推進し、DRready対応機器の普及に先立ち

エネルギー利用の市場価値化サービスを成熟させることが効

率的エネルギー利用とDRready対応機器の能力を最大限に

引き出す重要施策となる。

 

再エネ導入の促進には、需給バランスに加え、ローカル

系統・配電変電所の混雑を回避しなければならない。欧州

では、稼働率の低い系統アセット導入を避けるべく、地域の

調整力が市場を介して活用されるローカルフレキシビリティマー

ケット(Local Flexibility Market, LFM)の試行および実装が

進んでいる。日本でもLFMを構築して地域の調整力を活用し、

系統アセットの稼働率を向上することは可能であるが、その

ためには調整力を提供し得る機器の位置情報が必要である。

その位置情報を含めたデータベース化の構築と公開方法を早

急に関連ステークホルダで議論すべきである。また、当該地

域で創出可能な調整力を活用し、再エネを地産地消するケー

スも考えられる。この場合、出力抑制の免除など、環境と地

域経済の成長を両立する仕組みを支援する仕組みを構築す

べきである。

COLUMN
日立東大ラボ・産学協創フォーラムパネルディスカッション -需要家機器や再エネ
をつなぐデジタル技術- 
本議論の中では、第３章記載のコラムに記載のように、脱炭素電源への投資を誘導する事業環境の整備に向けた、新た

な制度設計や既存制度の拡充について議論された。これに加え、東京大学生産技術研究所の岩船由美子教授より、需

要家機器や再エネをつなぐデジタル技術についての発表および議論をいただいた。

ステークホルダに十分な動機が与えられなければ物事は動かず、スポット料金連動の電力プラ

ンが浸透拡大することと、機器メーカも小売電気事業者と歩調を合わせて賢い電力利用により

需要家がインセンティブを享受できる機能を開発する必要だと思います。現状ではスポット料

金の価格差は燃料値差程度しか期待できないため、託送料金も再エネの出力に連動して変わ

るなど値差を拡大するような世界になれば小売電気事業者にとっても需要家にとってもメリット

の出る社会移行ができるのでは、と考えます。

─ 東京大学生産技術研究所　岩船由美子　教授
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図 4.8　 我が国におけるブルーカーボンの取り組み 42

地域社会は人々の生活の基盤であるがゆえ、地場産業の

活性化、それによる人口の維持は地域にとって重要事項である。

地域の特徴を活かし、中期的ビジョンのもと地域経済の成長

とCN達成を両立することが地域には求められ、その達成を

他地域に頼りきりにならず、一人称でけん引する人財を育て

ることも当該地域の持続的発展のために求められる。

本節では、地場産業の活性化とCN達成を両立する好事

例としてブルーカーボンの活用を紹介し、またブルーカーボ

ンに関連した若手の発明を起点とし、人財育成の重要性と今

後求められる教育について述べる。

地域の特徴は、都市部へのアクセスなどの地理的特徴や

エネルギー資源の保有に限らない。CNへの移行は、山林・

海洋など環境資源を活用した脱炭素への貢献と環境改善に

よる地域経済活性化の可能性ももたらしている。

日本は森林の老朽化に伴い、年々森林による CO2 吸収

量が減少しており、2022年の吸収量は約5,020万トンで

2021年度比で6.4％減少している。一方で日本は周囲を海

で囲まれた島国である。この特徴を活かし、日本の環境省

は藻場など海洋植物によるCO2 吸収量を算定し、2024年

に世界で初めてブルーカーボンによる吸収量を合わせた吸

収量を報告した40。

ブルーカーボンの取り組みは現在全国で40事例以上に

広がりを見せている (図4.8)。本取組は、CO2 の吸収と漁

場の回復、ひいては地元の海洋漁業の活性化を同時に実現

する取り組みであり、地域の特徴を活用した好事例と考え

られる。

この他にも間伐材や家畜・食品廃棄物を活用したバイオ

マス発電、それによるエネルギーの地産地消の事例が存在

する 41。地域の周辺生態系や廃棄物をエネルギーと関連付

けた地域の産業活性化とCNへの貢献の両立を実現する活

動のアイデアを積極的に発掘し、その実現を財政的・制度

的にサポートすることが重要である。

漁業や林業、畜産業を取り巻く物質を資源として考え、

分析・活用することにより、地域産業の活性化とCN達成

への貢献が可能である事例を示した。このような事例をよ

り多く生み出していくことが望まれる。しかし、このよう

な事例は、社会の動きをとらえ、一人称で自分の属する地

域の課題を把握し、またそれを可能とする知識を持つ人財

が地域の中にいなければ、アイデアの発案すらも難しくなる。

このことから、教育の場では社会課題を広く取り上げ、

自らが置かれる環境を理解する基礎知識が提供されること

が必要である。特にデジタル技術を活用するためのデータ

リテラシーの育成に取り組むことが重要となる。4.2節で

述べたように、地域の社会移行を円滑に進めるにはデジタ

S+3Eのエネルギー需給とともに進める地域の移行4.5  

ブルーカーボンによる地場産業の活性化 地域における人財の育成と教育
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地域社会は、人々や社会の生活基盤であると同時に、カー

ボン・ニュートラルが達成された暁には、賢いエネルギー利

用によりＳ＋３Ｅを実現する主体となることが期待されている。

また、政府の2030年の温暖効果ガス排出削減戦略にお

いては、削減に時間がかかる産業に先立ち、家庭・業務部

門において積極的な脱炭素推進が求められる。

本章では、地域社会の持つポテンシャルを実証をもとに再

評価するとともに、および地域の統合的トランジション実現

の観点から要件と施策を検討した。以下、要点をまとめる。

第 4 章まとめ4.6  

● S+3Eのエネルギー需給に貢献する地域社会の移行要件を示した。メリットを順次実現しながらの段階的移行、現

在の生活からの連続性・安全性・経済性の担保、が必要であり、ここでは需要家の機器やエネルギー利用の可視化・

可制御化を実現するデジタル技術がその移行を支えるキー技術となる。

● ＪＥＰＸでの取引実績から市場観点での日本の再エネ活用の現状について述べ、地域社会による貢献と現状制度で

創生可能な社会価値を実証に基づき算出した。ＤＲready 勉強会など需要で起こす社会移行への施策が為されてい

るが、その成果が市場に流通するのを待たずに現存機器を有効活用する試行の積極推進、時間帯別電力料金プラ

ンの普及拡大、需要家によるエネルギー協調への貢献が正当に報われるルール改定、調整力供給能力のある機器

のデータベース構築、を早急に推進すべきである。

図 4.9　 持ち運び可能なネガティブエミッション技術 “ ミドリ・バイオ・リアクター”43

ル技術がキー技術となる。そのデジタル技術を活用するにも、

データ活用によるメリットを分析・理解し、実用化する力

があって、初めてデジタル技術が社会で適用される。AI技

術もその理解の助けになると考えるが、中期的ビジョンの

もと課題意識を持ち、自ら得べき問題を設定できることが

重要である。このような人財の育成を通じ、課題を広く伝

え、複雑な社会問題を多面的にとらえ、他者と共感のもと

手を取り合い、次の一手を考え、実行に移すことのできる

人財を増やしていくべきである。

また、小さなイノベーションの芽を大きく育て、自分た

ちの行動が世の中に影響を与えられることを実感させる“野

心”を持つことも教育の重要な役割である。

2025年1月に開催された台湾国際科学フェアにおいて、

長野県の高校生らが発明した二酸化炭素を吸収する小さな

ボール“ミドリ・バイオ・リアクター”を発表し、生化学部門

で１位に輝いた。これは、ミドリムシなどの緑藻類が入っ

た液体に塩化カルシウム溶液を落とすことで固化し、持ち

運びが可能な光合成物質を作る発明である(図4.9)。このよ

うな若い人の発想を積極支援し、挑戦の機会を与えること

が教育機関および地域の人財育成における重要な責務である。
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● 地域の特徴を活かし、中期的ビジョンのもと地域経済の成長とカーボンニュートラルの達成を両立することが地域に

は求められ、それをけん引する人財の育成が必要である。教育の場では、社会課題を広く取り上げることで自らがお

かれる環境を理解する基礎知識およびデータリテラシーの育成に取り組むとともに、小さなイノベーションの芽を大

きく育て、自分たちの行動が世の中に影響を与えられることを実感させることが重要である。

● 日立東大ラボではS+3Eのエネルギー需給に資する実証を推進するとともに、将来ビジョンのもとで情報と知識に基づき、

次の一手を考え、発信する。具体には、業界団体との交流を進め、需要側の貢献施策を議論する動きを拡大していく。

また、オープンフォーラムや提言書の発刊に加え、世代や国籍を超えた交流機会を創り、人財育成にも寄与していく。
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第  章 まとめ

本提言のまとめとして、Society5.0を支えるエネルギーシ

ステムの実現に向けて、エネルギーに関わるトランジション

を他の施策や事象との緊密な結びつきの中で達成しなけれ

ばならない「統合的なトランジション」に着目した提言を実現

時期（短期：現在から2030 年まで、中長期：2030 年から

2050年まで）と提言内容について以下に述べる。

5

短期

1．気候・エネルギー・環境の危機を、統合的なトランジショ

ンへの機会に変え、多様なアクターとともに社会システムの

転換を促す政策

気候・エネルギー・環境における現在の危機を、日本に

おけるグリーンな変革へとつなげるために、エネルギー基本

計画、GX 政策、NDC（国別約束、 Nationally Determined 

Contribution）と、その他の政策的優先事項を包括的に結

びつけながら、「統合的なトランジション」を達成することが

求められる。

日本社会における政府・地方自治体、企業、大学、市民

組織など、多様なアクター相互の結びつきを認識し、旧来の

構造へのロックインを回避しながら、社会システムの転換を

促す政策づくりをめざすことが必要である。

２．資金、人財、科学的レビューによって、長期的なトランジショ

ンを支える変革的ガバナンスの構築

気候・エネルギー・環境における長期的なトランジション

を支えるために、政府は、資金、人財、能力構築、そして

科学的レビューを重視ながら、産業や地方自治体をはじめと

するアクターの変化を支えることが重要である。

特に社会的な不公正の感覚を引き起こすことがないよう、

意思決定における包摂性、公正性、透明性を重視するととも

に、生活者が影響を受けるエネルギー価格の高騰や雇用の

変化に対応する補助金やグリーンな雇用への構造転換を成

し遂げていくことが重要になる。

このような社会のシステム的な変革を促すようなガバナンス

（変革的ガバナンス）を、長期的なトランジションの基盤とす

ることが必要となる。

3．AIやデジタル技術と既存のエネルギー技術の融合により、

エネルギー最適化やイノベーションによるトランジションの加速

　AIやデジタル技術、気候・エネルギー・環境にかかわるエ

ネルギーの最適化、イノベーションの推進などを通じてトラ

ンジションの加速に寄与することができる。日本においては、

互換性や相互動作性を支えるソフトウェアや規格、そしてエ

ネルギー・データ共有メカニズムの整備をスピードをもって進

めることが必要である。また、データセンターをはじめとす

るAIやデジタル技術の気候・エネルギー・環境への影響に

ついても科学的な分析をもとに、解決を図ることが重要である。

4．多極化する状況において、気候・エネルギー・環境分野

における戦略的パートナーシップを強化し、アジア太平洋地

域におけるリーダーシップを発揮

　現在のグローバルな地政学上の変化は、気候・エネルギー・

環境をめぐる条件に大きな不確実性をもたらしている。特に、

ウクライナ戦争以降の世界的な経済混乱は、EUにおいては競

争力のための政策につながった一方、アメリカにおいては国際

的な気候対策そのものから撤退する動きが生じている。このよ

うな中、グローバルサウスの国 の々影響力が増大し、多国間協

調やサプライチェーンのネットワークに大きな影響を与えている。

第２章
グリーン変革の新たなフェーズにおける日本

「Society 5.0 を支えるエネルギーシステムの実現に向けて」　14 の提言
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5．将来のコスト負担を意識したエネルギーシナリオの見直し

　生成 AIをはじめとしたデジタル分野が産業界をはじめ

として様々な変革をもたらす可能性を示す中、電力需要の

増大も予想されている。2025 年 2 月に策定された第７次

エネルギー基本計画において、20 4 0 年におけるエネル

ギー消費は、現状より３割程度減少する一方、電力消費

は 2 割程度増大する見通しである。日立東大ラボではこ

の電力需要増大や再エネ需要の地域・時間偏在を見通し

た複数のエネルギーシナリオを考察した。エネルギー需

要の増大に加え、エネルギーインフラの増強等に伴う総

コストの増大が現状の13 0％から18 0%となり、コスト意

識を持ったトランジションの推進を一層強化すべきである。

6．エネルギーシステムのバックキャストとフォアキャストの

ギャップを埋めるイノベーションへの投資

　カーボンニュートラルに伴い、バックキャストとフォアキャスト

のギャップが大きくなってくると同時に、その対策にはコスト意

識を持った対応が必要である。技術イノベーションが実装され

なかった場合、各エネルギーシナリオにおいて、2050年には

4～10兆円の追加コストを負担することになり、技術イノベーショ

ンの実装を再エネ拡大の状況に応じて適切に進めるべきである。

7．短期市場原理に加え、レジリエンスを意識した中長期的

制度と市場のデザインの推進

　電力自由化で顕著になっている短期的なメリットオーダー

をめざす経済効率性重視を見直し、レジリエンス（安定供給）

日本は、このようなグリーン変革における新たなフェーズに

おいて、これまでに構築した関係にもとづき、経済安全保障

やAIなどのデジタル技術における関心を共有しつつ、気候・

エネルギー・環境の変革の推進のための戦略的なパートナーシッ

プを新たに強化していくことが必要である。

特に、これらの領域で中心的な役割を担いつつあるグロー

バルサウスの国 と々コミットメント、資金、人財、経験や技術

を共有しながら、アジア太平洋地域における持続可能な開発

において、独自のリーダーシップをめざすことが求められている。

や脱炭素化という中長期的な政策目的との切り分けの明確化

し、効率性を追求してきた市場デザインについて、更なる検

討を進めるべきである。

8．電力市場の再構築と環境価値市場の融合

　各市場が非対称、すなわち双方に等価な規制が課されて

いない現状からの脱却が早期に必要である。これを実現する

ための電源稼働の状況可視化、市場監視を徹底し、さらに

環境価値市場の融合を図るとともに、電力小売事業者の創

意工夫を促してCNに向けた好循環をめざす。

9．地域・需要家参画による社会システムの構築

　需要家の積極的な環境投資を促す持続的システムの構築。

コーポレートPPAなど需要家判断によるCN促進電源の確保、

地球温暖化の抑制にかかる政策を需要家主権の排出権取引

制度と融合させる施策を実現すべき。

日立東大ラボのアクション

日立東大ラボでは、エネルギーシナリオ評価シミュレーショ

ン技術の開発と国内外の情勢変化に応じたCNトランジション

シナリオの評価、エネルギーシステムの課題解決のためのイノ

ベーション技術の選定と開発、多様なステークホルダ間のデー

タ・解析モデルの共有プラットフォームの提案に取組んでいく。

また、データに基づくCO2見える化やカーボンニュートラル

に対する需要家視点の情報提供を可能にするデジタル技術を

通じて、需要家がリードするシステム構築に貢献する。

日立東大ラボのアクション

国際事例の分析、最新の学術的研究、社会調査等を通じて、

日本における統合的なトランジションとこれを支える変革的な

ガバナンスのあり方を探索するとともに、多様なアクターとの

対話を通じて包摂的な合意形成のための資料を提供していく。

また、大学・企業の協力を通じて、専門的能力と先進的な知

見をもって統合的なトランジションを推進することのできる人

財の育成にも努める。

第３章
持続可能なエネルギーシステムをめざすトランジションのあるべき姿
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10．CNとS+3Eのエネルギー需給の両立に向けた地域の

貢献

地域社会は賢いエネルギー利用、すなわち調整力の創

出によりS+3Eを実現する主体となることが期待される。

本地域社会の移行を成功裏に進めるにあたり、需要家の

機器やエネルギー利用の可視化・可制御化を実現するデ

ジタル技術および統合するがその移行を支えるキー技術

となる。このデジタル技術を搭載した機器普及と協調制

御プラットフォーム(PF)の早期社会実装を進めるべきで

ある。

11．地域社会のトランジションを円滑に進める創意工夫と

施策の実行

産業の脱炭素化には、事業者が主体的に電化・省エネ

の推進など推進する必要があり、そのためにもステーク

ホルダが享受するメリットを順次実現しながら社会移行

を進めるべきである。

地域社会のCN化には、現在の生活からの連続性・安全

性・経済性の担保が必要であり、ここでは段階的移行を

支援する手段の提供、現存機器を有効活用する試行の積

極推進、ステークホルダへのメリットを確実なものとす

る時間帯別電力料金プランの普及拡大、を早急に推進す

ることが求められる。

12．CNに伴う社会変化の客観的分析と成長戦略の策定と

試行

　地域社会のCNを着実に進めるためには、各セクタのエ

ネルギー利用状況を客観的に分析することが重要である。

本版ではJEPXでの取引実績から市場観点での再エネ活用

の現状について分析結果を述べ、地域社会による貢献と現

行制度で創生可能な社会価値を実証に基づき算出した。需

要家によるエネルギー協調への貢献が正当に報われるルー

ル改定、調整力供給能力のある機器のデータベース構築が、

地域の社会移行の加速と成長を両立する統合的トランジショ

ンの実現に有効な手立てとなる。

13．トランジションの選択肢と尤度を拡げる自然と調和した

ネガティブエミッション技術への挑戦の加速

地域特性を活用した自然回復と共存するネガティブエミッ

ションは、トランジションの選択肢と尤度を拡げる。そこ

では中期的ビジョンのもと地域経済の成長とカーボンニュー

トラルの達成をけん引する人財の育成が重要となる。本版

では地域特徴の活用例としてCO2 吸収と漁場環境の回復を

両立する複数の自治体で推進されるブルーカーボンの事例、

若い世代によるネガティブエミッションの発明例を示した。

人々の生活基盤としての地域社会における役割として教育

は極めて重要であり、教育の場では、社会課題を広く取り

上げることで自らがおかれる環境を理解する基礎知識およ

びデータリテラシーの育成に取り組むとともに、小さなイ

ノベーションの芽を大きく育て、自分たちの行動が世の中

に影響を与えられることを実感させることが重要である。

日立東大ラボのアクション

日立東大ラボでは、S+3Eのエネルギー需給に資する実

証を推進するとともに、将来ビジョンのもとで情報と知

識に基づき、次の一手を考え、発信する。具体には、業

界団体との交流を進め、需要側の貢献施策を議論する動

きを拡大していく。

第４章　
CNと S+3E のエネルギー需給の両立に向けた地域の貢献
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中長期

14．カーボンニュートラルに向けたエネルギ―シナリオの対

策技術

20 4 0 年～20 5 0 年に向けて、① DACによるCO2 回収の

実用化と普及、②回収したCO2 からの燃料製造と運輸・産

業部門での利用に関するイノベーションが必要である。

地域社会では、再エネ導入の促進には、需給バランスに

加え、ローカル系統・配電変電所の混雑を回避しなければ

ならない。再エネの地産地消など当該地域で創出可能な調

整力を活用・促進する仕組みを構築すべきである。

カーボンニュートラルに向けたイノベーションにおいては、

技術開発はもちろん、継続的な社会意向を進めるためのリー

ダや市民のカーボンニュートラルに対するリテラシー向上、

社会課題を統合的に解決する総合知の育成をリードする人

財育成を促進すべきである。

日立東大ラボのアクション

技術開発に加え、継続的社会移行を進めるためのリーダ

人財育成、市民のカーボンニュートラルに対する教育推進が

必要。日立東大ラボでは、エビデンスに基づく提言を続け、

産学官連携での気づきの場を提供していく。また、オープン

フォーラムや提言書の発刊とは別に設ける幅広い世代との交

流機会を通じ、人財育成にも寄与していく。

第３章、第４章
エネルギーシステムの技術的対策
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第 7 版提言検討体制（2025 年 3月31日時点）

1. 東京大学 

津田敦 全体統括 理事・副学長

吉村忍 コーディネータ
WG1 大学院新領域創成科学研究科特任教授

坂田一郎 WG1 総長特別参与・大学院工学系研究科教授

割澤伸一 WG1 総長特任補佐・大学院新領域創成科学研究科教授

江崎浩 WG1 大学院情報理工学系研究科教授

藤井秀樹 WG1 大学院工学系研究科准教授

小宮山涼一 SWG1、WG2 大学院工学系研究科教授

大橋弘 SWG1 副学長・大学院経済学研究科教授

横山明彦 SWG1 名誉教授

藤井康正 SWG1 大学院工学系研究科教授

深澤武志 SWG1 大学院公共政策学連携研究部特任助教

荻本和彦 SWG2、WG2 生産技術研究所特任教授

岩船由美子 SWG2 生産技術研究所教授

馬場旬平 SWG2 大学院新領域創成科学研究科教授

田中謙司 SWG2 大学院工学系研究科教授

城山英明 SWG3、WG2 大学院法学政治学研究科教授、公共政策大学院教授
未来ビジョン研究センター教授

芳川恒志 SWG3 大学院公共政策学連携研究部特任教授

杉山昌広 SWG3 未来ビジョン研究センター教授

山口健介 SWG3 大学院公共政策学連携研究部特任講師

Pinar 
Temocin SWG3 未来ビジョン研究センター特任助教

眞鍋浩二 事務局 産学協創部 部長

大山勝 事務局 産学協創部 協創推進担当課長

青山みのり 事務局 産学協創部 協創課 協創推進チーム

加藤千鶴 事務局 産学協創部 協創課 協創推進チーム
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WG1: エネルギーシステム全体（第 1 章、第 5 章担当）、
WG2: グローバルイニシアチブの検討ワーキンググループ（第 1 章、第 5 章担当）を示し、
SWG1: エネルギーシステムおよび制度・政策（第３章、第 5 章担当）、
SWG2：社会実装（第４章、第 5 章担当）、
SWG3：シナリオ策定（第２章、第 5 章担当）の分科会を表し、下線が各 WGリーダを示す

2.日立製作所

吉本尚起
コーディネータ
WG1、WG2
SWG1、2

研究開発グループ 脱炭素エネルギーイノベーションセンタ　主管研究員

楠見尚弘 WG1、WG2 研究開発グループ サステナビリティ研究統括本部 統括本部長

馬場淳史 WG1、WG2 研究開発グループ 脱炭素エネルギーイノベーションセンタ センタ長

山田竜也 WG1、SWG1 エネルギー営業統括本部 営業企画・国際本部 担当本部長

佐藤康生 WG1 制御プラットフォーム統括本部 エネルギーソリューション本部 主管技師

渡辺雅浩 SWG1、WG2 研究開発グループ 脱炭素エネルギーイノベーションセンタ 主管研究員

黒田英佑 SWG1 研究開発グループ 脱炭素エネルギーイノベーションセンタ 主任研究員

片桐幸徳 SWG1 研究開発グループ 脱炭素エネルギーイノベーションセンタ 主任研究員

伊藤智道 SWG2、WG2 研究開発グループ 脱炭素エネルギーイノベーションセンタ 研究主幹

畠山智行 SWG2 研究開発グループ 脱炭素エネルギーイノベーションセンタ主任研究員

白川雄三 SWG2 研究開発グループ 脱炭素エネルギーイノベーションセンタ研究員

Tamayo
Efrain SWG2、WG2 研究開発グループ 脱炭素エネルギーイノベーションセンタ研究員

渡邉敬司 SWG2 研究開発グループ 脱炭素エネルギーイノベーションセンタ主任研究員

鈴木朋子 SWG3
WG1、WG2 研究開発グループ 技師長

飯塚秀宏 SWG3 研究開発グループ サステナビリティ研究統括本部
プラネタリーバウンダリープロジェクト

福本恭 SWG3 研究開発グループ サステナビリティ研究統括本部
プラネタリーバウンダリープロジェクト サブリーダ

稲垣幸秀 SWG3 研究開発グループ サステナビリティ研究統括本部
プラネタリーバウンダリープロジェクト

大原伸也 SWG3 研究開発グループ サステナビリティ研究統括本部
プラネタリーバウンダリープロジェクト 主任研究員

佐々木剛二 SWG3、WG2 研究開発グループ サステナビリティ研究統括本部
プラネタリーバウンダリープロジェクト  サブリーダ
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2.日立製作所

吉本尚起
コーディネータ
WG1、WG2
SWG1、2

研究開発グループ 脱炭素エネルギーイノベーションセンタ　主管研究員

楠見尚弘 WG1、WG2 研究開発グループ サステナビリティ研究統括本部 統括本部長

馬場淳史 WG1、WG2 研究開発グループ 脱炭素エネルギーイノベーションセンタ センタ長

山田竜也 WG1、SWG1 エネルギー営業統括本部 営業企画・国際本部 担当本部長

佐藤康生 WG1 制御プラットフォーム統括本部 エネルギーソリューション本部 主管技師

渡辺雅浩 SWG1、WG2 研究開発グループ 脱炭素エネルギーイノベーションセンタ 主管研究員

黒田英佑 SWG1 研究開発グループ 脱炭素エネルギーイノベーションセンタ 主任研究員

片桐幸徳 SWG1 研究開発グループ 脱炭素エネルギーイノベーションセンタ 主任研究員

伊藤智道 SWG2、WG2 研究開発グループ 脱炭素エネルギーイノベーションセンタ 研究主幹

畠山智行 SWG2 研究開発グループ 脱炭素エネルギーイノベーションセンタ主任研究員

白川雄三 SWG2 研究開発グループ 脱炭素エネルギーイノベーションセンタ研究員

Tamayo
Efrain SWG2、WG2 研究開発グループ 脱炭素エネルギーイノベーションセンタ研究員

渡邉敬司 SWG2 研究開発グループ 脱炭素エネルギーイノベーションセンタ主任研究員

鈴木朋子 SWG3
WG1、WG2 研究開発グループ 技師長

飯塚秀宏 SWG3 研究開発グループ サステナビリティ研究統括本部
プラネタリーバウンダリープロジェクト

福本恭 SWG3 研究開発グループ サステナビリティ研究統括本部
プラネタリーバウンダリープロジェクト サブリーダ

稲垣幸秀 SWG3 研究開発グループ サステナビリティ研究統括本部
プラネタリーバウンダリープロジェクト

大原伸也 SWG3 研究開発グループ サステナビリティ研究統括本部
プラネタリーバウンダリープロジェクト 主任研究員

佐々木剛二 SWG3、WG2 研究開発グループ サステナビリティ研究統括本部
プラネタリーバウンダリープロジェクト  サブリーダ

　付録1 ｜ 「ヨーロッパ競争力コンパス」における主な政策

表 A1.1　 「ヨーロッパ競争力コンパス」における主な政策

目　的 政　策

ビジネスの平易化・
迅速化

● イノベーション・ギャップを埋め、脱炭素化と安全性を高めることを目的とした新しいロードマッ
プ「競争力コンパス」を導入する。

● 企業が規模を拡大できるように、主要セクターで「単一市場」を完成させる。
● 行政負担を軽減し、報告義務を少なくとも25％、中小企業（SME）に対しては35％削減する。

新たな「クリーン産業
ディール」の構築

● 産業を競争力のあるものにし、質の高い雇用を創出するためのクリーン産業ディールを発表する。
● 欧州気候法で2040年までに90％の排出削減目標を設定することを提案する。
● 関連する計画、入札、許認可を迅速化するための「産業脱炭素化促進法」を制定し、移行を支援。
● 「エネルギー連合」を完成させ、家庭や企業のエネルギー・コストを削減する。
● クリーンエネルギー・インフラと技術に投資する
● ガスだけでなく、水素や重要な原材料を含む集約需要メカニズムを活性化し、拡張する。
● クリーン貿易および投資パートナーシップの開発により、原材料、クリーンエネルギー、クリー

ン技術の供給を確保する。
● 国際的な気候に関する交渉の場でリーダーシップを維持する。
● ヨーロッパ「単一デジタルブッキング」での鉄道旅行を奨励する。

より循環的で
レジリエントな経済

● 新しい「循環経済法」を通じて、二次材料の市場需要と廃棄物の単一市場創出を支援する。
● 「永久化学物質」またはPFASに関する明確さを提供する新しい化学産業パッケージを提案する。
● サプライチェーンを多様化し、最先端の治療へのアクセスを促進し、医療および製薬セクターを

よりレジリエントにすることで、「欧州健康連合」を完成させる。
● 重要な医薬品および成分への依存を減らすための「重要医薬品法」を提案する。
● 特にメンタルヘルス、心血管疾患、癌、変性疾患の治療および自閉症の研究に関する予防医療

の取り組みを強化する。
● 「病院および医療提供者のサイバー・セキュリティに関する欧州行動計画」を提案することで、

医療システムの安全性を確保する。

デジタル技術の普及
による生産性の向上

● 安全で高速かつ信頼性の高い接続性へのアクセスを改善するためにデジタルインフラへの投資
を奨励する。

● EUデジタル法の施行を引き続き強化する。
● eコマース・プラットフォームの課題に取り組む。
● スーパーコンピューティング、半導体、IoT、ゲノミクス、量子コンピューティング、宇宙技術へ

の投資を強化する。
● AIスタートアップおよび産業向けに「AI工場」イニシアチブを通じてスーパー・コンピューティン

グ能力へのアクセスを確保する。
● 新しい産業用途のAIを促進し、「AI適用戦略」により公共サービスを改善する。
● 新たな「欧州AI研究評議会」を通じてすべてのリソースを結集する。
● 「欧州データ連合戦略」を通じてシームレスかつ大規模なデータ共有を確保する。

研究とイノベーション
の強化

● 戦略的優先事項に焦点を当てるために研究費を増やす。
● 「欧州研究評議会」および「欧州イノベーション評議会」を拡大する。
● 「欧州バイオテク法」を通じて、バイオ・テクノロジーを研究室から迅速に市場化させることを容

易にする。
● 「欧州生命科学戦略」を通じてグリーンおよびデジタル移行を支援し、高価値技術を開発する。
● 「大学アライアンス」を強化し、研究部門、高等教育、ビジネス間の協力を強化する。
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　付録1 ｜ 「ヨーロッパ競争力コンパス」における主な政策

出典：European Commission. n.d. “A New Plan for Europe’s Sustainable Prosperity and Competitiveness,” https://commission.europa.eu/priorities-2024-2029/competitiveness_en, accessed 
March 5, 2025.

目　的 政　策

投資の加速

● 商業銀行、投資家、ベンチャー・キャピタルが急成長する企業をより容易に資金提供できるよ
うにするためのリスク吸収措置を提案する。

● イノベーションに資金提供するために利用可能な欧州資本の量を制限する障壁に対処するため
に規則を見直す。

● 「欧州貯蓄投資連合」の設立により、民間貯蓄を活用してイノベーションおよびクリーンおよびデ
ジタル移行に投資する。

● 特定の戦略的セクターに対して欧州製品に優先権を与えることができるように公共調達規則を
改訂する。

● 「欧州競争力基金」を設立し、共通利益の重要プロジェクトを支援することで、戦略的技術を開発し、
ヨーロッパで製造する。

スキルと労働力の
ギャップへの対処

● 投資、生涯学習、スキル維持に焦点を当てた「スキル連合」を設立する。
● 基本的なスキルを向上させるために取り組む。
● パフォーマンスの低下、科学、技術、工学、数学（STEM）に関連する資格のある教師の不足に

対処し、STEM教育およびキャリアにより多くの女子を引き入れるための「STEM教育戦略計画」
を提案する。

● 「欧州職業教育訓練（VET）戦略」を通じて職業教育訓練を促進。
● EU予算におけるスキル関連の資金を強化し、重点を再調整する。
● 「スキル・ポータビリティ・イニシアチブ」を提案し、国を超えたスキルの認定を確保し、「欧州学位」

に向けて取り組みを継続する。
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　付録1 ｜ 「クリーン産業ディール」の主な項目

出典：European Commission. 2025. “Clean Industrial Deal,” https://commission.europa.eu/topics/eu-competitiveness/clean-industrial-deal_en, accessed March 3, 2025.

表 A1.2　 「クリーン産業ディール」の主な項目

項　目 詳　細

低廉なエネルギー
● クリーンエネルギーの普及を加速し、電化を促進する。
● 物理的な相互接続を伴う内部エネルギー市場を完成させる。
● エネルギーをより効率的に使用し、輸入化石燃料への依存を減らす。

クリーン製品の
需要促進

● 「産業脱炭素促進法」を通じ、持続可能性、レジリエンス、「ヨーロッパ製」基準を公共および
民間の調達に導入することで、EU製クリーン製品の需要を拡大する。

クリーン・トランジ
ション・ファイナンス

● 「クリーン産業ディール」により、EU製クリーン製造の支援に1000億ユーロ以上を動員する。
● 再生可能エネルギーの普及、産業の脱炭素化、クリーン技術の製造能力の確保を加速するため

の新たな「クリーン産業協定国家援助フレームワーク」を採択する。
● 「イノベーション基金」を強化し、「産業脱炭素化銀行」を提案し、1000 億ユーロの資金調達

を目指す。
● 研究・イノベーション・プログラム「Horizon Europe」の公募において上記分野の研究・イノベー

ションを促進する。
● 「InvestEU規則」を改正し、「InvestEU」が投資を支援するために提供できる金融保証額を引

き上げる。

循環性と原材料への
アクセス

● ヨーロッパ企業が集まり、重要な原材料の需要を集約できるメカニズムを設立する。
● 「EU重要原材料センター」を設立し、利害関係のある企業に代わって原材料を共同購入する。
● 2026年に「循環経済法」を採択し、循環移行を加速し、希少な材料が効率的に使用および再

利用されることを推進し、世界的な依存を減らし、高品質の雇用を創出する。2030 年までに
材料の24％を循環させる。

グローバル規模での
行動

● 「クリーン貿易・投資パートナーシップ」を通じて、サプライチェーンを多様化し、相互に有益な
取引を築く。

● EU産業が世界的な競争や地政学的な不確実性に直面しても経済的安全保障と回復力を維持で
きるよう、貿易防衛措置およびその他の手段を整備する。

● 炭素集約型製品の生産中に排出された炭素に公正な価格を設定するためのEUのツールである「炭
素国境調整メカニズム(CBAM)」を簡素化および強化する。

スキルと
質の高い雇用

● 労働者への投資、スキル開発、質の高い雇用を創出する「スキル連合」を設立する。
● 「エラスムス+」により最大9000万ユーロの資金を提供し、熟練した適応力のある労働力を育

成と、主要セクターのスキル不足に対処する教育および訓練プログラムを強化する。
● 官僚主義の削減、単一市場の規模の活用、質の高い雇用の促進、EUと国家レベルでの政策調

整を推進する。
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　付録 2 ｜エネルギー技術選択モデル ( 動学的コスト最小化型モデル)

第3 章では 2030 年、2050 年のCNへのトランジション

に向けたエネルギーシステムの需給構造と必要な対策を定量

的に示すために、東京大学 藤井・小宮山研究室で研究開発

した技術選択モデルに基づくエネルギー・経済シミュレーショ

ンモデルを用いて試算した。本モデルの特徴を以下に示す。

・  日本のエネルギー全体を分析対象に、CO2 排出制約のも

とでエネルギー需給構造のコスト最適化計算が可能。

図A2.1に示すようなエネルギーシステムを想定しシステム

全体の評価を行う。

(一次エネルギー、転換部門、最終消費部門[産業、家庭、

業務、旅客、貨物])

電力部門についても詳細分析。

(時間解像度→1時間値、年間8、760時間で分析→再エ

ネ出力変動を詳細に考慮)

・  エネルギー供給サイド（一次/二次エネルギー）と需要サイ

ド（鉄鋼、セメント、化学、民生、運輸など）について個

別技術の積み上げによる分析を行い、CN実現ならびにそ

のトランジション（移行過程）のエネルギー需給構造を整

合的に分析可能。

・  革新的技術をはじめ多様な技術要素を考慮：次世代自動

車(EV、FCV)、エネルギー貯蔵 (Li-ion電池、NAS電池、

蓄熱装置)、CCUS(大気中CO2直接回収、メタネーショ

ン、FT合成)、 エネルギーキャリア(水素、アンモニア、メ

タノール、合成ガス、合成石油)、発電技術(水素発電、

アンモニア発電、洋上風力発電、燃料電池、蓄熱発電)、

省エネ技術(ヒートポンプ )など。

図 A2.1　 基準エネルギーシステム

エネルギー技術選択モデル ( 動学的コスト最小化型モデル)付録 2
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　付録 2 ｜エネルギー技術選択モデル ( 動学的コスト最小化型モデル)

第3.1節で行ったシミュレーションの主な条件（ベース条件）

を図A2.2に示す。また、各エネルギーシナリオの条件を表

A2.1に示す。第5版から、データセンター等の電力需要増に

対応するために再エネ（洋上風力）の導入上限を増加した条

件に更新している。

A2.1に示す。

図 A2.2　 主なシミュレーション条件（ベース条件）

表 A2.1　各エネルギーシナリオの条件

*1)　( 一社 ) 太陽光発電協会（2021 年 3 月 8 日資料） https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/saisei_kano/pdf/026_05_00.pdf 
*2)　( 一社 ) 日本風力発電協会（2021 年 3 月 24 日資料） https://www.enecho.meti.go.jp/committee/council/basic_policy_subcommittee/039/039_008.pdf 
*3)  2050 年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略 https://www.meti.go.jp/policy/energy_environment/global_warming/ggs/pdf/green_honbun.pdf

*1) 年間コスト：2050 年の年間の 1 次エネルギーから最終エネルギー消費に至るエネルギーコスト(= 燃料費 )と設備投資コストの合計
*2) 水素の輸入元の設備コストは考慮外
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　付録 3 ｜ エネルギーシステムの課題と解決策の例

図 A3.1に再エネ急拡大にともなう基幹電力システムの課

題と対策を、図A3.2に再エネ電源や蓄電システムなどインバー

タ電源の大量導入にともなう課題と対策を示す。

エネルギーシステムの課題と解決策の例付録 3

図 A3.1　 再エネ急拡大にともなう基幹システムの課題と対策

図 A3.2　 インバータ電源の大量導入にともなう課題と対策
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　付録 4 ｜ 設置済の家庭用ヒートポンプ給湯機の調整力化に向けた遠隔制御の実証試験

DR要件を満たすヒートポンプ(HP)給湯機の市場導入は

2029年度以降とされている1)。家庭用HP給湯機の平均使

用年数が12年 2)であることを考慮すると、DR要件を満たす

HP給湯機が十分に普及するのは2040年頃ということにな

る。2040年度に太陽光発電の割合を23~29% 程度まで増

加させる見通しである3)ことを考慮すると、すぐにでも設置済

のHP 給湯機を調整力として活用すべきである。このような

背景から日立東大ラボは、設置済の家庭用HP 給湯機の調

整力化に向けた遠隔制御の実証試験を推進した。本付録では、

実証環境の概要および一部の実証結果を報告する。

図A4.1にHP給湯機の遠隔制御方式の例として、(1)遠隔

制御スイッチ活用、(2)HEMS活用、(3)メーカーサーバー活用、

(4)スマートフォンアプリ活用の4つの方式を示す。これらを

比較評価した結果、追加装置不要で遠隔制御の実証環境を

構築可能な(4)の方式を採用することとした4)。

HP給湯機を遠隔制御するにあたっては実際の給湯需要を

考慮するとともに家庭の生活の質を落とさないことが重要で

あり、具体的には湯切れを防止する必要がある。実証にあたっ

てもその点を考慮し、東京大学 駒場キャンパスの実証試験

住宅「COMMAハウス」を活用した。図A4.2に実証システム

の全体像を示す。実証協力者宅に設置されているものと同等

のHP給湯機(370L)をCOMMAハウスに設置するとともに、

給湯模擬装置を用いてCOMMAハウスで協力者宅の給湯需

要を模擬した。このようにして給湯需要を揃えたうえで、個

人宅では普段通り深夜から早朝にかけて貯湯運転する一方

で、COMMAハウスでは東京エリアのスポット市場価格に連

動して経済的に貯湯運転できるよう遠隔制御した。以上の一

連の動作を自動化し、協力者宅の生活に迷惑をかけることな

く長期間の実証を可能にした。

設置済の家庭用ヒートポンプ給湯機の調整力化に向けた遠隔
制御の実証試験

付録 4

図 A4.1　 HP 給湯機の遠隔制御方式の比較
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図 A4.2　 遠隔制御実証システム

(a) ブロック図

(d) 状態監視用ダッシュボード

(c) 給湯制御装置(b) HP 給湯機の設置 (2024年 3月 )
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実証中に直面した遠隔制御上の課題について説明する。

図A4.1に示したように、通信フローにおいてスマートフォン、メー

カーサーバー、Wi-Fiルーターを介することから、いずれか

が機能しない場合には遠隔制御できない。実証中、スマートフォ

ンアプリのアップデートやメーカーサーバーのメンテナンス等

の事情により遠隔制御に失敗したケースがあった。また、こ

れまでの実証中にWi-Fiルーターの不具合はなかったが、故

障等によって通信不可となる場合に備えて、HP給湯機がス

タンドアロンで貯湯できるようにしておく必要がある。

次にHP給湯機の貯湯時間を任意の時間にシフトすること

による経済効果について説明する。本実証では、貯湯に要す

る時間を4時間と設定し、翌日のスポット市場価格の4時間

の移動合計が最小となる時間帯を探索し、貯湯を指令する。

図A4.3に、実証を開始した2024年4月から12月までのスポッ

ト市場価格の4時間移動合計の推移を示す。比較例として示

す深夜貯湯ケースは2時から6時までの移動合計であり、日々

最適化ケースは毎日の4時間移動合計の最小値である。同図

から、スポット市場価格が 0.01円/kWhになる頻度が多い

中間期には深夜貯湯ケースと日々最適化ケースの差が顕著な

一方、夏期は深夜にスポット市場価格が安くなる場合が大半

であることからその差が小さくなっている。

深夜貯湯ケースと日々最適化ケースの差額の累積がHP給

湯機の貯湯に要する電力調達コストの低減効果となる。図

A4.3は貯湯時間を4時間と仮定した場合の結果だが、例え

ば平均で7月は2.23時間、11月は4.70時間といったように、

実際には季節によって貯湯時間が異なることが本実証で明ら

かとなった。これを考慮すると、2024 年 4月から12月まで

の電力調達コストの低減額は約3,000円と計算される。1年

間で約4,0 0 0円/世帯と仮定すると、HP 給湯機のストック

台数が 750万台 5) であることから、全国規模で年間約30 0

億円のコスト低減効果が見込まれる。

引き続き実証を進め、遠隔制御の課題抽出と経済合理性

を評価する。

図 A4.3　 スポット市場価格の 4 時間移動合計の推移 (2024年 4月～ 12月 )
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